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要旨 

 

環境省の土壌汚染調査結果によれば、人間活動による土壌汚染の原因として、「①事

業所による汚染原因物質の漏えい」、「②廃棄物の処理・不法投棄」、「③排ガス、排気中

の汚染原因物質の降下、沈着等」、「④原因不明」などが挙げられるが、土壌汚染の 65%

は原因不明である。さらに、基準不適合事例の 71%が重金属等による汚染であり、鉛が

最も件数が多い。一般に土壌を汚染する鉛等の重金属は、水に溶けにくく、土壌に吸着

されやすいため、表層土壌に留まり深部まで拡散しないことが多い。そのため、鉛は表

層土壌汚染をする可能性が高いと考えられる。そして、土壌汚染は水や大気と異なり、

人が直接摂取することは少ないため、被害が見えにくく気が付かないうちに深刻化する

ことも多い。また、一度汚染された土壌は自然には浄化されにくい。汚染を放置して、

広がると、対策にはより大きな費用や労力を費やすことになるため、汚染原因を詳細的

に解析し、土壌汚染未然防止ための対策が重要である。したがって、原因不明となり得

る汚染原因に注目することが重要であり、上記の①や②の土壌汚染原因では、多くが過

去に生じたものと考えられ、現在は同様の汚染の再発を防ぐため、治体や事業者などが

様々な対策を実施する管理も厳しく、事業者も十分注意を払うようになっているため、

新たな土壌汚染は毎年減っていると考えられる。また、③大気に排出された物質の沈着

のようは気づきにくい経路で、現在ほとんど配慮されておらず、土壌汚染した可能性が

考えられる。また、日本では、一般廃棄物焼却施設周辺の土壌から、高濃度のダイオキ

シン類が検出される事例が判明した。この汚染経路として、大気からの沈着が想定され

た。同様に、重金属等についても、排出源から大気に排出されて沈着することによる土

壌汚染が生じる可能性も考えられるが、現在はあまり重視されていない。 

そのため、以上のことより、原因不明の土壌汚染の中で未対策のため現在も汚染が進

行している可能性がある汚染原因の 1 つとして、③の大気に排出された有害物質の沈着

が考えられる。また、土壌には様々な種類があり、共存物質も多く存在するため、同じ

重金属類であっても、土壌汚染も様々な形態で存在する。土壌中の環境条件（土壌の種

類、土壌 pH、共存物質等）の違いによっても、重金属等の土壌中での存在形態および

移動の挙動が異なると報告されているが、大気からの沈着した重金属等について以上の

土壌環境を考慮し、土壌中での重金属等の汚染挙動を明らかにした研究が乏しいという

課題もある。 

本研究では、排出源近傍の重金属等による土壌汚染の状況の調査して、土壌への年間

沈着量を推算する。そして、その 2 つの調査実測と推算結果との比較・解析をして、大

気に排出された重金属等の沈着による土壌汚染の可能性を評価・解析することとした。

また、沈着後、土壌の様々な環境条件等よる重金属等の土壌浸透深さを推定して、土壌

表層への留まりやすさを評価することとした。そして、以上の結果より、大気への排出

量の多い事業所における、土壌汚染物質の種類毎に大気排出量基準を提案・検討して、
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重金属の沈着による土壌汚染の可能性を評価するための考え方を整理して、評価手法を

提案することとした。 

本研究では、以下に示すように 5 章で構成されている。 

第 1 章において、研究の必要性に関わる背景や研究目的、本論文の校正についてまと

めた。これまで日本環境省が「土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例

等に関する調査」行ってきたが、土壌汚染原因の不明なものが多くため、本章では、土

壌汚染事例を収集し、詳細的な汚染原因を抽出すること共に、今後土壌汚染未然防止の

ため、現在の土壌汚染原因中で“原因不明”となりやすいものを解析した。最後は本研究

の目的と構成を記した。 

第 2 章では、現在、大気に排出された重金属等の沈着による土壌汚染の可能性の評価

はまだ足りていない。一方、大気からの沈着による土壌汚染を予測計算するための専用

ソフトウェアはない。ただし、曝露・リスク評価大気拡散 ADMER モデルでは、大気濃

度の予測のために、大気からの沈着量の分布を推算できるが、このモデルを用いて、土

壌汚染の可能性を評価するという研究はない。そのため、ADMER モデルを用いて、大

気に排出された重金属等の沈着による土壌汚染の可能性の評価を行った。まず、大気に

本章での対象物とした鉛を排出する事業所周辺の鉛土壌汚染の状況を実測し、また

ADMER モデルを用いて、大気に排出された鉛の土壌への年間沈着量分布を推算した。

そして、鉛汚染状況と沈着量の推算結果とを比較して、分布が一致するかを確認し、大

気からの沈着による土壌汚染の可能性を評価した。ADMER モデルでの推算年間沈着量

が多い地点では、実測の鉛含有量が高く、排出源から離れるほど、沈着量も土壌中含有

量も小さくなる傾向が見られた。推算年間沈着量と土壌中含有量の実測値の分布は良く

一致し、事業所からも離れており漏洩等による土壌汚染原因の可能性が低い地点でも基

準を超過しており、大気に排出された鉛の沈着が含有量基準超過の原因となることが示

唆された。また、ADMER モデルを用いて、土壌への沈着量を推算する際のパラメータ

では、結果に大きく影響すると考えられる要因として、鉛粒子の粒径や年間の気象変動

による土壌への沈着量の違いを解析することや、土壌中の実測の結果に影響すると考え

られる要因としての土壌種類、土壌 pH による違いを解析した。 

第 3 章では、沈着後の重金属等の土壌への吸着性は、土壌種類（黒ぼく土、関東ロー

ム、砂質土）や土壌 pH によって異なり、土壌中の鉛の含有量と溶出量との関係が変化

することが報告されている。さらに、沿岸部の土壌のように、高塩濃度の土壌でも重金

属等による土壌汚染事例があって 、塩濃度も吸着に影響を及ぼすことが想定される。

そのため、第 2 章で確認した大気からの沈着後の鉛を例として、土壌の様々な環境条件

等（土壌種類、土壌 pH、土壌 EC）により、鉛が、何年間で、どのくらいの深さに到達

するか計算して、表層土壌への留まりやすさを評価した。本章では、土壌の種類や pH、

EC が変化した時の鉛の表層土壌への留まりやすさを算出したが、鉛の表層土壌への留

まりやすさは、土壌の種類や土壌 pH に比較すると EC 変化の影響は小さかった。特に、



3 

 

本研究のの計算条件では、pH=7～9 ではいずれの土壌でも、沈着した鉛は土壌への吸着

性が高く表層に留まりやすい。50 年経っても、表層土壌 1 cm のみに留まることが確認

できた。また、pH=5 においても、沈着が続いている間は、表層 1cm の濃度が最も高く、

その浸透も砂質土で 7cm までしか地下浸透しないことが分かった。 

第 4 章では、2 章と 3 章の結果より、事業所は鉛の大気への排出基準を遵守して操業

しても、大気に排出された鉛粒子は土壌表層に沈着し、鉛は土壌への吸着性が高く、地

下浸透しにくい性質であるため、長年の沈着により表層土壌に蓄積され、その汚染され

た表層土壌による事業所周辺での健康リスク（表層土壌の汚染による吸入や摂食による

経口摂取）が高くなることが懸念される。そのため、第 2 章・3 章での事業所 A の調査

結果等を参考にして、「大気からの粒子の沈着による土壌汚染」が生じない鉛の大気排

出量を検討・提案した。基準サイト（基準地域）とした事業所 A では、鉛の沈着による

土壌汚染を生じさせない大気排出量基準は 250 kg/year 以下であると求められた。同じ

環境条件で同程度の鉛を排出する事業所では、現在の汚濃度レベルは小さくても、これ

以上排出すると、数 10 年後には沈着による土壌汚染が生じる可能性がある。また、多

様な事業所や物質の沈着による土壌汚染をスクリーニングするため、物質が異なる場合

には、物質毎の毒性の違い（基準値等）や地下浸透深さの違いを考慮して補正し、事業

所が異なる場合には、立地する地域の気象（平均風速）の違いや、事業所の煙突高さの

違い、粒径の違いを考慮して補正することにより、大気排出量スクリーニング基準を設

定することができた。 

第 5 章では、得られた新たな知見を総括し、当該分野における今後の研究課題を展望

した。有害物質を取扱う事業所が、土壌汚染未然防止ために、「大気からの重金属等の

沈着を考慮した大気排出管理手法」を行い、各事業所では、周辺の土壌汚染状況を把握

することで、大気排出を管理することは環境保護への取り組みだけでなく、事業所近傍

に住んでいる人々を安心させることができ、都市の持続性を確保されると考えられた。 

最後に、今後大気から沈着した重金属等による土壌汚染の未然防止のため、以下のよ

うに提言する。 

① 重金属等による土壌汚染原因の詳細的な解析 

② 「大気からの重金属等の沈着を考慮した土壌汚染未然防止ための大気排出管理

手法」の日本国内外での応用  
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1. はじめに 

現在、日本では、過去の工業化に伴う土壌汚染事例が多く発見されている。日本の環

境省が公表した「土壌汚染事例及び対応状況に関する調査結果」1)によると、土壌汚染

の原因には様々なものがあるが、原因が不明なものが 1105 件で、65 %占めている。 そ

の中で、基準不適合事例の 71 %が重金属等による汚染であり、鉛の件数が最も多い。

そして、重金属等による土壌・地下水汚染が顕在化しており、飛散による吸入や飲料水

の経口摂取による人体への悪影響が懸念されている。土壌汚染対策法の第二条第一項に

よると、「土壌に含まれることにより人の健康に関わる被害を生じる恐れのある物質」

を特定有害物質として、土壌汚染対策法尾施行令で規定している。具体的には、第一種

特定有害物質としてトリクロロエチレン等の 11 物質の揮発性有機化合物類（VOCs）、

第二種特定有害物質として鉛およびその化合物等の 10 種類の重金属等の無機物質類、

PCB 等の 5 種類の農薬類が規定されている。一方、重金属等が使用されている事業所は

全国で 44 万ヶ所もあり、工場跡地も 5 万ヶ所存在する 2)。このような場所では、土壌

汚染が生じている可能性があるため、土壌汚染調査を行う必要があり、汚染地の調査お

よび対策にあたっては、迅速・効率的・経済的に行うことが大きな課題となる。このよ

うなことからも、重金属等による土壌汚染の現状について正しく把握することは重要で

ある。一度土壌汚染が広がると、莫大な対策費用や労力を費やすことになり、未然防止

が重要な対策になっていることから、本研究においては、土壌汚染の未然防止のための

詳細な汚染原因を調査・解析する。特に、“原因不明”となりやすい物質や汚染原因に

注目することは有用であると考えられる。 

日本では、平成 10 年 4 月に一般廃棄物焼却施設周辺の土壌から、高濃度のダイオキ

シン類が検出される事例が判明した 3）。この汚染経路として、大気からの沈着が想定さ

れた 4）。同様に、重金属についても、排出源から大気に排出されて沈着することによる

土壌汚染が生じる可能性も考えられるが、現在はあまり重視されていない。そのため、

原因不明の中でほとんど考慮されておらず、現在も汚染が進行している可能性がある汚

染原因の 1 つとして、大気に排出された有害物質の沈着が考えられる。また、土壌には

様々な種類があり、共存物質も多く存在するため、同じ重金属類であっても、土壌汚染

も様々な形態で存在する 5)6)。土壌中の環境条件（塩濃度、土壌の種類、土壌 pH、共存

物質等）の違いによっても、重金属等の土壌中での存在形態および移動の挙動が異なる

と報告されているが、沈着後の重金属等について以上の土壌環境を考慮し、土壌中での

重金属等の汚染挙動を明らかにした研究が乏しいという課題もある。 

以上の事より、土壌汚染の未然防止のためには、“原因不明”となりやすく、現在も

未対策の汚染経路である「大気からの沈着による土壌汚染」について、その実態を明ら

かにすると共に管理の手法を構築することは有用である。そのため、本論文では、沈着

による土壌汚染の実態を明らかにすると共に、その管理手法について検討する。本章で

は、研究の必要性に関わる背景や研究目的、本論文の校正についてまとめる。 
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2. 重金属等による土壌汚染の実態 

2.1 年度別での全超過事例件数 

 

環境省が公示している、土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例に関

する調査結果 1)により、年度別での全超過事例と重金属等（第二種）の超過事例件数を

図 1-1 に示した。 

 

出典：環境省 「土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例」 

図 1-1 年度別での全超過事例件数 
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2.2 重金属等（第二種）内での物質別の超過事例件数 

 

環境省が公示している土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例に関す

る調査結果 1)により、重金属等（第二種）内での物質別の超過事例件数を図 1-2 に、平

成 3 年からの累計を図 1-3 に示した。 

 

 

出典：環境省 「土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例」 

図 1-2 特定有害物質別の基準不適合事例数（平成 23 年度） 

 

 

出典：環境省 「土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例」 

図 1-3 特定有害物質別の基準不適合事例数（累計） 
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環境省の土壌汚染の調査結果によると、重金属等（第二種）による基準不適合事例数

が最も多くなっている。そして、鉛及びその化合物の基準不適合事例が最も多くなって

おり、次は「フッ素及びその化合物」、「砒素及びその化合物」、「六価クロム化合物」の

順に基準不適合が多かった。また、特定有害物質別の件数は表 1-1 の通りである。 

 

表 1-1 特定有害物質別の基準不適合事例数 

 

出典：環境省 「土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例」 

 

2.3 土壌汚染調査の状況と課題 

 

土壌汚染の有無の判定、あるいは汚染の発生源を究明し、適切な対策を施すために必

要な情報の取得に当たり、土壌汚染の調査には、説得性のある調査結果が求められる。

そのため、事業所の敷地内を対象とした土壌汚染調査においては、資料調査、表層土壌

の調査による概況調査、ボーリングによる詳細調査が行われる。 

 資料調査では、対象となる事業所等の現在および過去の土地利用暦、化学物質の保管・

使用・廃棄の履歴と現状、漏洩事故暦等を調査し、土壌汚染の発生に関するリスク評価

を行う。これは、概況調査や詳細調査のサンプリング地点、深度および測定項目の設定

に用いられる。 

 概況調査は、土壌汚染の有無の評価、土壌汚染の平面的な広がりの把握を目的とし、

表層土壌資料の採取および測定が基本であり、これによって汚染源を推定し、詳細調査

計画に役立てる。 

 詳細調査では、概況調査で得た結果を基にボーリング等の深部調査を行い、土壌汚染

の有無の確認、浄化対策の必要性の評価、対策範囲の設定を行う。 

 以上 3 つの調査結果より、土壌汚染の汚染源と汚染発生機構、地中における汚染物質

の移動機構を明らかにする。しかし、実際の調査においては、対象とする土地の土壌の

種類や物性、汚染しているおそれのある重金属等の種類や物性を無視した画一的な調査

が行われていることが多く、多大な時間と費用が費やされている。また、ボーリングに

よる直接的な汚染調査から汚染地全体の状況把握をする必要があるが、そのミュレーシ
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ョンにおいても、土壌や重金属等の種類や物性が考慮されておらず、土壌汚染状況が正

しく把握されない場合もある。そのため、各種土壌中における、重金属等の未だ明らか

にされていない吸着平衡などの挙動を整理する必要がある。 

 

2.4 土壌汚染対策法に基づく環境基準 

2.4.1 土壌環境基準 

 

重金属等による土壌汚染の判定のための基準値は、土壌汚染対策法施行規則（環境省

令 29 号）で定められている。これは環境基本法（1993）に基づくもので、前身の公害

対策基本法（1967）に基づいて、人の健康保護と生活環境保全のために維持することが

望ましい基準（環境基準）として定められ、分析方法は土壌溶出量調査に係る測定法を

定める件（環境省告示第 18 号）および土壌含有量調査に係る測定法を定める件（環境

省告示第 19 号）で規定されている。重金属等についての土壌環境基準を表 1-2 に示し

た。 

  



10 

 

表 1-2 土壌汚染対策法の第二種特定有害物質の基準値 

  

第二種特定有害物質
（重金属等）

土壌環境基準 環境省告示第18号

（溶出量基準)

環境省告示第19

号

（含有量基準)

カドミウム及びその化合物

検液１Ｌにつき0.01mg以下であり、かつ、

農用地においては、米１kgにつき0.4㎎以

下であること

0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下

六価クロム化合物 検液１Ｌにつき0.05mg以下であること 0.05mg/L 以下 250mg/kg 以下

シアン化合物 検液中に検出されないこと 検出されない事
50mg/kg 以下

（遊離シアン）

水銀及びその化合物 検液１Ｌにつき0.0005mg以下であること 0.0005mg/L 以下 15mg/kg 以下

セレン及びその化合物 検液１Ｌにつき0.01mg以下であること 0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下

鉛及びその化合物 検液１Ｌにつき0.01mg以下であること 0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下

砒素及びその化合物

検液１Ｌにつき0.01mg以下であり、かつ

農用地（田に限る）においては、土壌１
kgにつき15mg未満であること

0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下

ふっ素及びその化合物 検液１Ｌにつき0.8mg以下であること 0.8mg/L 以下 4,000mg/kg 以下

ほう素及びその化合物 検液１Ｌにつき１mg以下であること 1mg/L 以下 4,000mg/kg 以下
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2.4.2 土壌溶出量基準値  

 

土壌溶出量基準 7)は、土壌含有量基準と共に土壌汚染対策法（2002）に基づく指定

区域の指定に係る基準であり、この基準を超える特定有害物質が一つでも検出され

ると、指定区域として指定および公示されている。また、土壌表面に沈着していた有

害物質が土壌から溶出すると、土壌中を移動する間隙水を伝って帯水層まで浸透し、

飲用水になり得る地下水を汚染する危険性がある。溶出量基準値は、土壌中の有害物

質の水への溶け出し、地下に浸透し、そして、70 年間 1 日 2 L の地下水の飲用によ

る健康リスクを考慮しており、定められている。また、その基準値の設定方法は次の

式(1-1)ようになっている。  

 

基準値  mg/L ＝TDI mg/kg/day ÷ 2 l/day×50 kg×寄与率  （1-1）  

 

 ここで、TDI mg/kg/day は耐容１日摂取量であり、最大無毒性量（NOAEL）を求め、

これを不確実係数（100 ~ 1000）で除すことにより求められる。  

土壌溶出量基準値は、土壌に 10 倍量の純水を加えて十分に振り混ぜた場合に溶出

してくる有害物質の量を種類ごとに定めた基準で、土壌環境基準と同じ数値である。

分析方法は土壌溶出量調査に係る測定法を定める件（環境省告示第 18 号）で規定さ

れている。溶出量基準値を表 1-2 に示した。  

 

2.4.3 土壌含有量基準値  

 

土壌溶出量基準とともに土壌汚染対策法（2002）に基づく指定区域の指定に係る土

壌含有量基準 8)であり、この含有量基準を超える特定有害物質がひとつでもあると、

指定区域として指定され、公示されている。  

土壌含有量基準値は、一生涯（70 年）有害物質による汚染土壌の直接摂取（手か

ら口､皮膚からの摂取）による健康リスクを考慮ており、定められている。また、１

日当たりの汚染土壌摂食量は、子ども（6 歳以下）200 mg、大人 100 mg である。こ

の他、諸外国での摂食量（ダイオキシン類の基準値策定時と同様）や、日本において

人の排泄物等を分析した結果も考慮している。  

 分析方法は、土壌含有量調査に係る測定法を定める件（環境省告示第 19 号）で規

定されている。含有量基準を表 1-2 に示した。  
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3. 土壌汚染原因の収集・解析 

3.1 土壌汚染原因の収集  

 

環境省の土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例等に関する調査

結果より、要措置区域等の汚染原因行為は、図 1-4 の通りであり、汚染原因物質の不

適切な取り扱いによる漏洩」、「自然由来」、「施設の破損等による汚染原因物質の漏洩

事故」及び「汚染原因物質を含む排水の地下浸透」の順に多かった。特に、重金属等

による土壌汚染の原因は様々であるが、汚染原因の大部分は原因不明であり、汚染原

因が特定できない場合、浄化法の検討が非常に困難となる。そこで、本章では“不明”

となりやすい土壌汚染原因を検討するため、土壌汚染事例を収集し、それらの土壌汚

染原因を詳細に調査することとした。  

 

 

出典：環境省「土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例」  

図 1-4 要措置区域等の汚染原因行為  
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次に、収集した土壌汚染事例から汚染原因等を抽出および整理し、土壌汚染原因リ

ストを作成する。さらに、他の新しい文献を参考にした上で、中分類の土壌汚染原因

をまとめ、整理する。土壌汚染事例の収集には、以下のような文献を参考し、土壌汚

染の原因を抽出し、整理した。  

①  環境省の平成 19 年度、平成 18 年度、平成 17 年度の過去３ケ年度に土壌汚染

対策法による土壌汚染状況調査の実施によって把握された把握事例（法対象

事例）や、平成 22 年 9 月 24 日から検討が開始された中央環境審議会水環境

部会地下水汚染未然防止小委員会において収集・整理された地下水汚染事例。 

②  経済産業省関東経済産業局の平成 23 年度の関東経済産業局管内における土壌

汚染対策に関する中小企業等産業公害防止対策調査。  

③  経済産業省関東経済産業局の平成 23 年度の地下水汚染未然防止のための自

主的取組事例集。  

④  経済産業省関東経済産業局の平成 22 年度の企業の土壌汚染対策関連の事例

集。  

⑤  環境省  水・大気環境局  土壌環境課の平成 23 年度の土壌汚染の未然防止等マ

ニュアル。  

⑥  国土交通省土地・水資源局の平成 21 年度の土地の有効利用のための土壌汚染

情報等に関する検討会中間とりまとめ。  

⑦  土地政策課土地企画調整室  

⑧  太田 岳洋、自然由来の重金属汚染問題と実例、地盤工学会誌、58-3 (626)、

P79‐86、2010 

⑨  島田允堯、自然由来重金属等による地下水・土壌汚染問題の本質：ヒ素、応用

地質技術年報 No.29 2009 

⑩  和田 卓也、廃棄物に起因する土壌・地下水汚染の調査、論文 土と基礎 52‐

9 (560)、2004 

⑪  下村雅則ら、地盤中における揮発性有機化合物の浸透およびガス拡散現象、土

木学会論文集、No.631、III-48 P25-32、1999 

⑫  定本裕明ら、土壌中金属の形態分別法の検討、日本土壌肥料学雑誌、第 65 巻 

第 6 号、P645-653、1994 

⑬  HUANG et al, 濃用地における土壌汚染対策の実施に関する事例調査、日本建

築学会近畿支部、研究報告集、P249‐252、2009 

⑭  新家淳治，片山貴幸＊，巽  正志，秋永克三、土壌中重金属の自然または人為

由来の判別に関する基礎的検討、三重保環研年報  第 14 号（通巻第 57 号）、

61-66 頁（2012）  
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3.2 土壌汚染原因の抽出・整理 

 

土壌汚染原因不明を解析するため、上記のような収集した土壌汚染事例より汚染

原因を抽出し、環境省の土壌汚染原因の調査報告も参考し、整理することとした。  

①  施設の破損等による有害物質または有害物質の不適な取扱いの漏洩  

②  土壌に汚染される有害物質を含む排水の地下浸透  

③  廃棄物の処理に由来と廃棄物の不法投棄：過去に廃棄物が埋め立てられた土地

において、土壌汚染が発見されている。  

④  残土の処理  

➢ 汚染土壌が途中でロンダリングされる。  

建設汚泥の処理ルートへ回る：汚染土に含まれる有害物を除去できない建

設汚泥の中間処理施設（脱水・固化程度の処理を行う施設）へ搬入され、汚

染が浄化されないままの状態で再利用や埋立処分へ回る。  

➢ 残土置き場や残土処分場で発生する。  

「汚染土が汚染のない残土として取り扱われるケース」及び「汚染土が途

中でロンダリングされるケース」の結果として、受入側の残土置き場や残土

処分場で、汚染土の混入が発生する。  

➢ 土地造成の際に発生する：開発行為に伴う盛土や遊休農地の嵩上げなど、土

地造成の際に他所より汚染土が持ち込まれる。  

⑤  排ガス、排気中の有害物質の沈着等  

➢ 道路近傍の土壌汚染：道路近傍の土地では、交通機関からの排気ガスに含ま

れている有害物質などによる汚染が指摘されており、土壌汚染は身の回りで

日常的に広く発生していると考えられる。  

➢ 工業団地沿道の土壌汚染  

⑥  自然原因の土壌汚染  

⑦  土壌汚染の原因不明  
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4. 土壌汚染の未然防止必要性 

  

近年、多種多様な化学物質の使用や環境中への排出により、それらの適正な管理が

国際的にも求められるようになっている。化管法では 354 物質（改正後は 462 物質）

について、非出量の把握や自主管理が求められているが、現在は土壌汚染の可能性に

ついて十分に認識されていないため、土地の所有者の知らないうちに土壌汚染が生

じている場合が懸念される。土壌中に化学物質が排出された場合、物質によっては長

期的に残留するだけでなく、仮に排出を止めても時間の経過と共に汚染が拡大する

可能性がある。汚染が拡大するほど浄化が非常に困難になるため、土壌汚染および汚

染サイトの放置は事業者の保有する土地の資産価値の低下にも繋がる大きな問題で

ある。そのため、多様な化学物質のリスク、すなわち毒性と曝露量について容易に入

手できる情報を基に、化学物質の使用前や土壌汚染が引き起こされる前、あるいは汚

染が深刻化する前、物質管理が求められる前などに、予めその物質が土壌汚染を引き

起こす可能性について把握することが重要であると考えられる。つまり、土壌汚染を

引き起こす可能性のある化学物質については、汚染の未然防止に努めるだけでなく、

万が一事故などによる流出によって土壌汚染が生じた場合には、迅速かつ適切な浄

化対策を講じる必要があると言える 9) 10)。  

土壌汚染対策法では、指定区域の指定基準を検討する際に、食品および水の経口摂

取による汚染物質の曝露量を考慮しているが、近年、土壌中から揮散した揮発性の化

学物質の吸入曝露や、大気中に飛散した有害金属類による農作物等の汚染など、多様

な曝露シナリオが社会的にも強く懸念されるようになり、それらを考慮したリスク

評価の必要性が高まっている。  

水の経口曝露や大気の吸入曝露と異なり、人が汚染土壌に直接曝露される例は稀

であるため、土壌汚染による健康被害は世間から認識されにくく、深刻化する場合も

多い。例えば、土壌中に漏洩した 1 ml のテトラクロロエチレンを、地下水環境基準

の 0.01 mg/l まで薄めるには、160 m3 の地下水が必要である。  

人の健康や環境に有害な化学物質が不適切な管理下で大量に使用された結果、土

壌が汚染されるのはきわめて当然のことであり、汚染を放置すれば、物質によっては

土壌に深く浸透し、拡散して、数千万円～数億円規模の莫大な浄化費用を要すること

もある 9) 10)。  
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5. 土壌汚染未然防止ための課題としてのまとめ  

 

先述の 3.土壌汚染調査結果より、土壌汚染の原因には様々なものがあるが、原因

が不明なものが半分以上であった。その中で、基準不適合事例の 71%が重金属等に

よる汚染であり、鉛が最も件数が多い。土壌未然防止のため、詳細な汚染原因を調

査・解析し、特に“原因不明  “となりやすい汚染原因に注目する必要があると考えら

れる。現在の調査より、様々な参考文献から土壌汚染原因を抽出し、原因の大分類や

中分類や小分類などに整理して、土壌汚染原因リストの作成することが重要である。 

まとめられた土壌汚染原因行為は以下の通りであり、また、その土壌汚染原因の割

合を図 1-5 に示した。  

①  土壌汚染原因の有害物質の漏洩  

②  残土の不適切な処理  

③  埋設  

④  農薬の使用  

⑤  廃棄物不適切な取扱い  

⑥  大気に排出された物質の沈着  

⑦  排水の地下浸透  

⑧  自然由来  

⑨  原因不明  

 

 

図 1-5 土壌汚染原因の割合  

 

上記の土壌汚染原因の中で、「⑧自然由来」による土壌汚染原因は人為的なもので

はなく、①漏洩、「⑦排水の地下浸透」、「②残土の不適切な処理」による土壌汚染は、

多くが過去に生じたものと考えられ、現在は同様の汚染を再発させないよう環境省

や自治体や事業者などが様々な対策を実施している。そのため、新たな土壌汚染は毎

①④⑤⑦
多くが過去に生じた汚染と考えられ、
同様の汚染を再発させないよう、
環境省や自治体、事業者などが
様々な対策を実施している。
②③
管理の厳格化により、事業者の配
慮が増えた。
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年減少していると考えられる。一方、「⑤廃棄物不適切な取扱い」、「③埋設」による

土壌汚染についても、管理の厳格化により事業者の配慮が増えた。また、土壌汚染事

例の中では重金属等の汚染物質が最も多い。特に、鉛やヒ素、フッ素による土壌汚染

が多いが、「⑥大気に排出された物質の沈着」よる土壌汚染事例が、今後増加する可

能性があると考えられる。以上のことからも、土壌汚染未然防止のために注目すべき

原因として、「⑥大気に排出された物質の沈着」が重要であると考えられる。  

日本では一般廃棄物焼却施設周辺の土壌から高濃度のダイオキシン類が検出され

る事例が判明し、この汚染経路として、大気からの沈着が想定された 3)4)。また、工

場等の固定排出源から排出される水銀蒸気の排出量、大気中での拡散、移行および土

壌への沈着についてこれまでに報告されてきた 11-13)。大気中から地上への沈着は、

地上の状態、風向変化等により複雑に影響を受け、実験も困難であるため、データも

乏しく解明されていない点が多い。  

また、海外ではロシアや東欧諸国およびアジア諸閣において、大気汚染及び水質汚

濁が進行し、住民の深刻な健藤被害の状況が明らかになってきた。これらの国では、

深刻な経済状況故に環境への影響は軽視されてきた結果、発電所や精錬所、工場など

から大量の硫黄酸化物、窒素酸化物、重金属などの有害物質が、十分な排煙処理もさ

れずに大気中へ排出されている。これらの有害物質は大気の長距離輸送を経て、広範

囲にわたり沈着し、土壌や水質、動植物等に様々な悪影響を及ぼすと報告してきた

14)。  

また、中国で 4000 万人以上の人口を持つ Pearl River Delta（PRD）は、世界で最も

密な都市化地域であり、1970 年代後半の経済改革以降、世界の主要な生産拠点にな

っている。そして、この 30 年間の急速な工業化と都市化は、水質汚染や大気汚染や

土壌汚染など PRD 周辺の環境に悪影響を与えている 15)。工業化や都市化が進む一方

で、それに伴う重金属による土壌汚染は深刻な問題となっている。その中でも製錬

所、廃棄物焼却炉、産業廃水由来の重金属による土壌汚染事例が多く見られる。重金

属による土壌汚染は作物の収量や農産物の品質を低下させ、生態系にも悪影響を与

える 15)16)。  

人為的に大気に排出された重金属は数キロ先まで拡散し、湿性沈着または乾性沈

着により土壌に沈着し 17)、一部の重金属には土壌表面に溜まるだけでなく、数年間

で表層土壌から数百 cm 下まで浸透する可能性がある。  

さらに、道路近傍の大気に排出された重金属によって土壌が汚染されることがあ

り、特に、数十年前に Cd, Cu, Ni, Pb, Zn による土壌汚染件数が多かった 18-20)。交通

量が多ければ多いほど、道路近傍の土壌中の重金属濃度が高くなることが分かった

21)22)。近年、都市地域周辺や道路近傍の土壌中には、Pb, Zn の他にクロムの含有量が
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多いことが報告されており、表 1-5 に示した通り、地域毎に含有量が異なる 23)24)。  

同様に、重金属についても、排出源から大気に排出されて沈着することによる土壌

汚染が生じる可能性も考えられるが、現在はあまり重視されていない。  

 

表 1-5 道路近傍の土壌中の重金属の濃度（μg g−1）  

 

出典：Achilleas Christoforidis, 151 (2009) 
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6. 本研究の目的・構成 

 

本研究の目的は、土壌汚染の未然防止のために、“原因不明”となりやすく、現在

も未対策の汚染経路である「大気からの沈着による土壌汚染」について、その実態を

明らかにすると共に管理の手法を検討・提案する。具体的には以下の通りである。  

①  大気への PRTR 排出がある届出事業所及びその届出排出量より、大気への重金

属等の排出量の多い排出源近傍において、重金属等の大気からの沈着による

土壌汚染の実態を調査する。また、ADMER モデルを用いて、大気から土壌へ

の年間沈着量等を推算し、実測値とモデルによる推算結果とを比較・解析し、

沈着による土壌汚染の可能性を評価する。（2 章）  

②  ①で大気からの沈着による土壌汚染可能性を確認できたサイトでは、土壌の

様々な環境条件等より、大気から沈着した汚染物質が、数十年間で土壌表層か

らどのくらいの深さまでに留まるかを解析し、土壌への留まりやすさを評価

する。また、適切な土壌汚染の調査方法についても検討する。（3 章）  

③  以上の結果より、重金属等の沈着による土壌汚染の可能性の評価方法を整理

し、大気中への排出量の多い事業所における、土壌汚染物質の種類毎に大気排

出量基準を検討、提案することとした。（4 章）  

  

本研究の構成を図 1-6 に示す。  

 

図 1-6 本研究の構成  

5章 総括

1章諸論本研究の背景・目的

4章 大気からの重金属等の沈着を考慮した大気排出管理手法の提案

１．沈着による土壌汚染が生じない有害物質の大気排出量の検討方法（対象物質：鉛）
２．重金属等の沈着による土壌汚染可能性の評価手法
３．業所別大気排出量スクリーニング基準の検討（事業所Bの例）
4. 重金属等別の大気排出量スクリーニング基準の検討

3章 大気からの沈着後の有害物質
の土壌中浸透挙動の評価

2章 大気からの重金属等の沈着に
よる土壌汚染の可能性の測定・評価

PRTR届出排出量の多い事業所を対象
１．排出源周辺土壌の含有量・溶出量の測定
２．大気から土壌への沈着量の推算
３．実測結果と推算結果との比較・解析
４．沈着による土壌汚染可能性の評価
５．推算沈着量への影響要因の解析
６．土壌中の実測結果への影響要因の解析

１．沈着後の有害物質の土壌中挙動予測式
の考え方・提案

２．有害物質の高塩濃度土壌中での吸着平
衡の測定方法

３．大気からの沈着による有害物質の土壌表
層での残留しやすさへの土壌環境条件の
影響の解析
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1. はじめに 

 

沈着による汚染経路に関して、高濃度の重金属による土壌汚染サイトがその重金

属を取り扱う事業所の周辺（排出源から 500ｍ）に存在しているという調査報告 1)が

ある。また、大気に排出された重金属の沈着による土壌汚染が疑われる事例が見つか

っている 2-9)が、現状では沈着による土壌汚染はあまり重視されていない。A. K. 

Krishna ら 10)は、自然由来か人為的な土壌汚染かを評価するため、工場周辺の土壌中

の重金属濃度分布を把握した結果、工場周辺では土壌中の重金属濃度が高く、サンプ

リング地点近傍の工場が汚染の原因であると報告しているが、汚染経路が大気から

の沈着か工場からの漏洩かに関しては言及されていない。また A. Soriano ら 11)は大

気汚染が土壌組成に及ぼす影響を評価するため、季節毎に大気からの沈降粒子中の

重金属濃度や、排出源近傍の土壌中の重金属濃度を測定した。しかし、この研究の大

気からの沈降粒子の捕集場所と土壌のサンプリング場所は異なり、また、事業所の周

辺 3 km 以内では調査されていない。このようなことからも、大気中に排出された重

金属の沈着による土壌汚染の可能性の評価はまだ不十分であると言える。さらに、大

気からの沈着による土壌汚染を予測計算するための専用ソフトウェアも、現時点で

は存在しない。曝露・リスク評価大気拡散 ADMER モデル 12)では、大気濃度の予測

のために、大気からの沈着量の分布を推算できるが、このモデルを用いた土壌汚染の

可能性の評価に関する研究はない。  

一方、道路近傍においては、数十年前に Cd, Cu, Ni, Pb, Zn による土壌汚染件数が

多く 13-15)、交通量が多いほど道路近傍の土壌中の重金属濃度が高くなると分かった

16)。特に、土壌中の鉛などが高濃度で測定される事例が見つかっているが、鉛は主に

燃料由来とされており、燃料については含有量の低減が既に図られている 17)。また、

鉛と六価クロムは、顔料として黄色の路面標示用塗料に含まれ、摩耗により大気に飛

散（排出）されることで、幹線道路周辺では、一般環境と比べて大気中六価クロム濃

度は数十倍程度が高く、健康リスクが懸念される濃度となることもあるという結果

も得られている 18)。事業所から大気に排出された重金属と同様に、道路近傍におい

ても大気から土壌へ沈着するという経路で、六価クロムや鉛による土壌汚染が生じ

ている可能性が考えられる。  
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本章の目的では、大気からの沈着による土壌汚染の可能性を評価するため、図 2-1

のように大気に鉛を排出する事業所周辺の鉛土壌汚染の状況を実測し、また ADMER

モデルを用いて、大気に排出された鉛の土壌への年間沈着量分布を推算する。そし

て、鉛汚染状況と沈着量の推算結果とを比較して、分布が一致するかを確認し、大気

からの沈着による土壌汚染の可能性を評価することとした。また、ADMER モデルを

用いて、土壌への沈着量を推算する際のパラメータでは、結果に大きく影響すると考

えられる要因として、鉛粒子の粒径や年間の気象変動による土壌への沈着量の違い

を解析することや、土壌中の実測の結果に影響すると考えられる要因としての土壌

種類、土壌 pH による違いを解析することとした。また、本章では、道路の路面標示

塗料からの鉛、六価クロムによる土壌汚染の状況を調査し、各物質の関係を解析する

ことで、路面標示塗料の磨耗粉塵からの鉛、六価クロムの沈着による土壌汚染の可能

性も検討することとした。  

 

 

図 2-1 本研究方法のイメージ  
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2. 研究方法 

2.1 土壌サンプリング方法 

2.1.1 土壌サンプリング日程  

 

土壌サンプリング日程は以下のようになっている。  

➢ 事業所 A では、一回目は 2012 年 10 月 22 日に 20 地点のサンプリングで、二回

目は 2014 年 06 月 05 日に 33 地点のサンプリングを行った。  

➢ 事業所 B では、2016 年 06 月 21 日に 33 地点のサンプリングを行った。  

➢ 道路近傍では、一回目は 2014 年 04 月 28 日に 5 地点のサンプリングで、二回

目は 2015 年 10 月 22 日に 20 地点のサンプリングを行った。  

 

2.1.2 土壌サンプリング方法 

 

大気に排出された鉛の沈着によって表層土壌が汚染されることを確認するために、

大気に鉛を排出する事業所周辺での表層土壌汚染の調査を行った。調査対象事業所

は 2 つの事業所 A 及び事業所 B となっている。  

事業所 A は、2001 年から 2014 年までの大気への PRTR 届出排出量データより、大

気への鉛の排出量の多い事業所の内、約 500~5500 kg/year の範囲の金属製錬所であ

った。事業所 A は 50 年以上鉛の製錬を行っており、排出源周辺には住宅、学校、公

園なども存在している。土壌試料は、図 2-2 に示した金属製錬事業所 A の周辺地点

の表層土壌をサンプリングした。事業所 B は、事業所 A と同じ調査期間における鉛

の排出量が、約 35~100 kg/year の範囲のバッテリー製造所であった。事業所 B は 20

年ほどバッテリー製造を行っており、周辺には住宅、学校、公園なども存在している。

土壌試料は、図 2-3 に示したバッテリー製造所 B の周辺地点の表層土壌をサンプリ

ングした。また、路面標示塗料の磨耗粉塵の沈着により、表層土壌が汚染されること

を確認するため、黄色線がある道路近傍での表層土壌汚染の調査も行った。土壌試料

は黄色線から 10 m 以内の表層土壌を採取し、サンプリング地点は表 2-1 の通りであ

る。  

土壌の採取方法は、図 2-4 の通りであり、以下の手順行った。  

➢ 各地点の表層土壌（  深さ 0～2 cm のできるだけ表層部分）を採取した。  

➢ 2 mm の篩でふるい、草や根などを除去したものを分析用の土壌試料とした。  

➢ 土壌試料は、ポリエステル製の 50 ml 容器に入れて保管した。  
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図 2-2 事業所 A 周辺におけるサンプリング地点  

 

 

図 2-3 事業所 B 周辺におけるサンプリング地点  
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表 2.1 道路近傍におけるサンプリング情報  

 

 

 

図 2-4 土壌の採取方法  

  

Traffic load Sampling location Description of the sampling location
Distance from

yellow line (m)
Sampling time

soil samples dust samples

S-1 extremely heavy Sengensita intersection Park, sand 4 7:52

S-2 extremely heavy Sengensita intersection Car parking, sand(surface)+andosol(0.5cm~3cm) 5 7:58

S-3 heavy Sengensita intersection Roadside soil, andosol 4 8:06

S-4 extremely heavy Sengensita intersection Car parking, andosol 10 8:20

S-5 D-9 heavy Tsurumi dental Roadside soil, andosol 1.5 8:29

S-6 D-10 extremely heavy minamizawa Roadside soil, andosol 1.5 8:35

S-7 D-11 extremely heavy Okano Roadside soil, andosol, in front of car parking 1 8:40

S-8 low Ichino bridge Roadside soil, sandy soil 1 8:50

S-9 heavy The front of kitazawa police office Roadside soil, andosol 1 9:00

S-10 medium Yokohama kitasaiwai Post office Roadside soil, andosol 1 9:07

S-11 medium Kurio Yokohama Mansion 0.5 9:14

S-12 low Florence Palace Yokohama Roadside soil, andosol 1 9:46

S-13 low Yokohama arts college Roadside soil, andosol 0.5 9:57

S-14 low Yunihaimu yokohama Roadside soil, andosol 1.5 10:05

S-15 D-5 extremely heavy Asaoka bridge Roadside soil, andosol 1 10:18

S-16 D-6 heavy Mifuki Mansion 1 10:21

S-17 D-13 medium Asamadai Mansion Park, andosol 7 10:57

S-18 D-14 medium Miyagaya primary school Park, andosol 0.5 11:07

S-19 heavy Minamikaruizawa Roadside soil, andosol 1 11:19

S-20 heavy Karuizawa junior high school Roadside soil, andosol 6 11:30

Sample No.

extremely heavy: 大道路、信号、交通量が多い

heavy: 大道路または小道路+信号、交通量が少しい多い

medium: 小道路、交通量が少しい多い

low:小道路、交通量が少ない
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2.2 使用装置 

 

本章では以下の装置を使用した。  

➢ pH メータ D-52（堀場製作所（株）社製）を用いて、土壌 pH の測定を行った。  

➢ 電子天秤 BX3200H（島津製作所（株）社製）を用いて、重量測定を行った。  

➢ 万能シェーカーAs-1N（アズワン（株）社製）を用いて、振盪を行った。  

➢ 遠心分離機 CN-2060（アズワン（株）社製）を用いて、遠心分離を行った。  

➢ 誘導結合プラズマ質量分析装置 ICP-MS（Perkin Elmer 社製 ELAN DRC-e ICP）

で定量分析を行った。  

 

2.3 実験方法 

2.3.1 土壌含水率、pH の測定方法  

 

最初、蒸発皿の質量 Wa g を測定し、これに土壌試料 10 g-wet soil 程度を採取して

蒸発皿と土壌試料を合わせた質量 Wb g を測定した。次に 105℃で 24 時間以上乾燥さ

せて、シリカゲルの入ったデシケーター中で室温になるまで放置した後、質量 Wc g

を測定した。含水率 a%は、湿潤土壌重量あたりの水分分量として（2-1）式から求め

た。土壌試料は 2 連で測定し、その平均値を土壌試料の含水率とした。  

 

100
WW

WW
a

ab

cb 



  (2-1) 

  

湿潤土壌の含水率の調整は、土壌試料をバットに広げ、霧吹きを用いて均一に水を

吹きかけるか、室温で放置し乾燥させるかして目的の含水率に調整した。また、風乾

燥土壌は、湿潤土壌をバットに広げ、途中数回手で撹拌しながら室温で１週間程度放

置して適当な含水率とした。  

 また、土壌試料の土壌 pH を測定するために、日本土壌肥料学会監修・ガラス電極

法に従い土壌 pH を測定した 19)。  
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2.3.2 土壌中の鉛の含有量・溶出量の測定方法 

2.3.2.1 土壌中の鉛の含有量の測定方法  

 

本研究では、鉛を大気に排出する事業所周辺の土壌の含有量を測定し、その汚染分

布から鉛による土壌汚染の原因が大気からの沈着であるかを明らかにすることを目

的としている。  

土壌含有量試験は環境省告示第 19 号 20)に準拠して検液を作成し、誘導結合プラズ

マ質量分析装置（ ICP-MS；Perkin Elmer 社製  ELAN DRC-e）を用いて測定し、得られ

た結果より土壌含有量（mg/kg-dry soil）を算出した。また、土壌溶出量実験方法を図

2-5 に示した。土壌試料と溶媒（塩酸）の重量体積比が 3：100 となるようにポリピ

レン製容器に入れ、常温、常圧の条件下で 2 時間振盪した後、20 分静置して上澄み

液を取り、10 分間遠心分離した。その後、上澄み液をろ過して検液とし、ICP-MS で

定量した。  

 

 

図 2-5 土壌中の鉛の含有量の測定方法  

 

2.3.2.2 土壌中の鉛の溶出量の測定方法 

 

土壌溶出量試験は環境省告示第 18 号 21)に準拠して検液を作成し、誘導結合プラズ

マ質量分析装置（ ICP-MS；Perkin Elmer 社製  ELAN DRC-e）を用いて測定し、得られ

た結果より土壌溶出量（mg/L）を算出した。また、土壌溶出量（mg/L）の単位を mg/kg-

dry soil に換算し、土壌溶出量を土壌含有量で除して土壌溶出割合（%）も算出した。

また、土壌溶出量実験方法を図 2-6 に示した。土壌試料と溶媒（純水）の重量体積比

が 1：10 となるようにポリピレン製容器に入れ、常温、常圧の条件下で 6 時間振盪

した後、20 分静置して上澄み液を取り、20 分間遠心分離した。その後、上澄み液を

ろ過して検液とし、 ICP-MS で定量した。  

 

Measuring method of

Lead Content in soil
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図 2-6 土壌中の鉛の溶出量の測定方法  

 

2.4 ADMER を用いた鉛の大気からの沈着量の推算方法 

 

鉛による土壌汚染の原因が大気からの沈着であるかを明らかにするため、事業所

周辺の土壌中の含有量の分布と、大気からの鉛の推算年間沈着量の分布とを比較す

ることとした。沈着量の推算には、化学物質の大気中濃度だけでなく表層土壌への沈

着量が 100 m×100 m のメッシュ毎に推算できる産業技術総合研究所の大気拡散モデ

ル ADMER（産総研－曝露・リスク評価大気拡散モデル）を用いた。本推算には ADMER 

ver2.6.0 を使用した。ADMER Ver2.6.0 は、http://admer.aist-riss.jp/download/ よりダウ

ンロードした。ADMER モデルによる大気からの年間沈着量の推算過程は、図 2-7 に

示した通り、計算準備、計算実行と計算結果確認・解析の順になっている。  

また、推算にはサンプリング地域に近い気象測定局のデータと、鉛の排出事業所の

位置及び PRTR 届出排出量のデータを用いた。以下は事業所 A における鉛の大気か

らの沈着量の推算に用いた情報の一例である。事業所 B についても、事業所 A と同

様の手順で推算した。  

➢ 気象データ情報  

ADMER の気象データ（アメダスデータや大気安定度判定に必要な日射量、雲量）

は、ソフトからダウンロードして作成した。  

データ名     : Basic 2014 

作成日時     : 2016/07/07 19:42:20 

データ種別    : 基本データ  

元データ種別   : AMeDAS 及び日射量と雲量（各気象官署）データ  

データ期間 開始  : 2014 年  1 月  

      終了  : 2014 年 12 月  

ファイル名    : Basic1_2011.mtd 

➢ 排出量データ情報  

データ名    : 事業所 A の排出量  

Measuring method of

Lead Elution in Soil
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作成日時    : 2016/07/07 19:42:20 

物質名     : Pb 

データ種別   : 点源（サブグリッド）  

対象グリッド  : 事業所 A（X : 28 - 29 , Y : 9 – 10）  

グリッドサイズ : 100 [m] 

点源情報    : 

事業所 A  （経度 緯度）    排出量 0.50 t/year   煙突の高さ 30 m 

時間帯毎の割当て : 

0 時－  4 時       0 

4 時－  8 時       0 

8 時－12 時      30 

12 時－16 時      40 

16 時－20 時      20 

20 時－24 時      10 

また、ADMER で鉛の沈着量を計算する際には、分解係数、バックグランド濃度、

乾性沈着速度および洗浄比という計算パラメータが必要である。まず、鉛の分解係数

は分解しないこととし、当該事業所の影響のみを計算するためにバックグランド濃

度を 0 とした。次は鉛を含む大気中の粒子の乾性沈着速度について、調査対象とな

った事業所 A では、排出された鉛粒子の粒径（粒子の粒径による乾性沈着速度が求

め ら れ る ） を 把 握 す る こ と が で き な い た め 、 日 本 に お い て は 、 Sakata & 

Marumoto(2004)22)が鉛の場合であれば、実測により 0.35~1.70 cm/sec の範囲の乾性沈

着速度を報告している。そのため、本研究では、0.35 cm/sec から、2 倍~5 倍の範囲

（0.35 ~1.75 cm/sec）乾性沈着速度を変えて、推算することとした。また、坂田らが

論文中に示した「鉛粒子の粒径による乾性沈着速度」23)の図 2-8 より、乾性沈着速度

が 0.35 ~1.75 cm/sec の範囲では、鉛粒径が 6.1~9.5 μm となる。さらに、坂田＆丸本

(2004)24)が洗浄比（洗浄比とは、「降水中濃度 /大気中濃度」を基に、湿性沈着量にお

ける粒子状の寄与率を評価する）として 87～119 の値を報告しており、本研究では

平均値の 104 を用いて、推算することとした。  
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図 2-7 ADMER モデルを用いた沈着量の推算のながれ  

 

 

出典：Masahiro Sakata (2004) p.2196 

図 2-8 鉛粒子の粒径による乾性沈着速度  

  

Preparation for Calculation

Generation and selection of a target calculation range

Generation of meteorological data in the target range

Generation of emission grid data for a target substance

Performing Calculation

Confirmation of data to be used for calculation 

Generation of a calculation case

Performing calculation

Confirmation and Analysis on the Calculation Results 

Confirmation of the calculation results 

Analysis using the calculation results

1. Target substance : Pb

2. Calculation range : 5 km x 5 km

3. Meteorological data

AMeDAS (Meteorological data from 2001 to 2014 year)

4. Emission grid data

The emission of lead that discharged into the atmosphere

from PRTR emission data

Calculation parameters

1. Degradation rate : 0.00 sec-1

2. Background concentration : 0.00 g m-3

3. Dry deposition rate : 0.35 – 1.75 cm s-1

4. Scavenging ratio : 104 (-)

Calculation results

1. Confirmation of the total deposition flux

2. Assessment of the relationship of

the estimated concentration and

the actual measured concentration of lead in soil
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3. 結果・考察 

3.1 特定事業所における大気からの鉛の沈着による土壌汚染の可能性の測定・解析 

3.1.1 事業所 A の結果・考察 

3.1.1.1 土壌汚染調査の測定結果・考察  

 

図 2-9 に土壌中の鉛含有量の測定結果を示した。34 地点のサンプルの内、鉛の含

有量基準（150 mg/kg）を超過したサンプルは 20 地点、基準値未満で基準値の半分以

上が 8 地点、基準値の半分未満で基準値の 20％以上が 5 地点、基準値の 20％未満は

1 地点であった。今回の調査では、鉛の含有量基準値を超過した地点が多く、59%占

めていた。その中、最も土壌中の鉛含有量の高い地点は 996 mg/kg であり、基準値の

7 倍程度になっていることが分かった。  

また、図 2-10 に土壌中の鉛溶出量の測定結果を示した。34 地点のサンプルの内、

鉛の溶出量基準（0.01 mg/l）を超過したサンプルは 13 地点、基準値未満で基準値の

半分以上が 9 地点、基準値の半分未満で基準値の 20％以上が 10 地点、基準値の 20％

未満は 2 地点であった。今回の調査では、鉛の溶出量基準値を超過した地点が多く、

38%占めていた。その中で、最も土壌中の鉛溶出量の高い地点は 0.05 mg/l であり、

基準値の 5 倍程度になっていることが分かった。  

以上の土壌中の測定結果が高い原因を調査、対策することが必要であると考えら

れる。本サイトでは、鉛による土壌汚染は懸念される状況にあり、事業所から数 100 

m 離れた地点においても汚染が見られることから、大気からの鉛の沈着がその原因

であるか検討することとした。  
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図 2-9 土壌中の鉛の含有量の測定結果  

 

 

 

図 2-10 土壌中の鉛の溶出量の測定結果  
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3.1.1.2 ADMER を用いた鉛の推算沈着量と土壌中の実測の分布結果・考察 

 

2.4 で記述した乾性沈着速度は 0.35~1.75 cm/sec の範囲となり、PRTR 排出量デー

タのある 14 年間のデータを用いて、鉛の年間推算沈着量の濃度分布を推算した。な

お、ここでは平均値の 1.05 cm/sec で推算した結果を例とした。そして、図 2-11 には、

14 年間で排出量が最も多い年のデータを用いた鉛の年間推算沈着量の濃度分布上に

土壌中の含有量測定結果を重ねて示した。また、図 2-12 には、14 年間分の鉛の推算

沈着量の濃度分布上に土壌中の含有量測定結果を重ねて示した。  

図 2-10 では、凡例の色毎に異なる推算年間沈着量を示している。例えば、最も濃

い色は沈着量の濃度分布が最も多く、400 mg/m2/year 以上の範囲を示し、色が薄いほ

ど沈着量が少ないことを示す。また、測定した含有量の結果については、基準との倍

率の違いを記号で示した。そして、ADMER の推算年間沈着量が多い地点では、鉛の

含有量が高く、排出源から遠ざかるほど、沈着量や土壌中含有量が小さくなる傾向が

見られた。さらに、図 2-12 より、その推算年間沈着量と土壌中含有量の分布は良く

一致し、事業所から 400 ~ 500 m 離れており、漏洩等による直接の土壌汚染原因の可

能性も低い地点においても基準超過が見られ、大気に排出された鉛の沈着が含有量

基準超過の原因となることが示唆された。  
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図 2-11 ADMER を用いた鉛の年間推算沈着量と土壌中実測値  

 

 

図 2-12 ADMER を用いた 14 年間の鉛の推算した総沈着量と土壌中実測値  

100

50

200

400

Annual Deposition (mg m-2 year-1)

Legal upper-limit (150 mg kg-1)

more than half of upper-limit

more 5 times greater than upper-limit

more 2 times greater than upper-limit

greater than upper-limit

more than 20% of upper-limit

less than 20% of upper-limit

Calculation Parameters

Pb Emission : 5500 kg year-1

Dry deposition rate : 1.05 cm sec-1

（Particle size：8.2 μm）
Scavenging ratio ：104 (-)

Degradation rate ：0 s-1

Background concentration：0 g m-3

Content Concentration

25

600

300

1200

1800

Annual Deposition (mg m-2 per14 year)

Legal upper-limit (150 mg kg-1)

more than half of upper-limit

more 5 times greater than upper-limit

more 2 times greater than upper-limit

greater than upper-limit

more than 20% of upper-limit

less than 20% of upper-limit

Calculation Parameters

Pb Emission : 29 Mg (14year)

Dry deposition rate : 1.05 cm sec-1

（Particle size：8.2 μm）
Cavenging ratio ：104 (-)

Degradation rate ：0 s-1

Background concentration：0 g m-3

Content Concentration

150



37 

 

3.1.2 事業所 B の結果・考察 

3.1.2.1 土壌汚染調査の測定結果・考察  

 

図 2-13 に土壌中の鉛含有量の測定結果を示した。33 地点のサンプルの内、鉛の含

有量基準（150 mg/kg）を超過したサンプルは 14 地点、基準値未満で基準値の半分以

上が 6 地点、基準値の半分未満で基準値の 20％以上が 10 地点、基準値の 20％未満

は 3 地点であった。今回の調査では、鉛の含有量基準値を超過した地点が多く、42%

を占めていた。その中、最も土壌中の鉛含有量の高い地点は 500 mg/kg であり、基準

値の 3.5 倍程度になっていることが分かった。  

また、図 2-14 に土壌中の鉛溶出量の測定結果を示した。33 地点のサンプルの内、

鉛の溶出量基準（0.01 mg/l）を超過したサンプルは 32 地点、後の地点は基準値の 20％

以上であった。今回の調査では、鉛の溶出量基準値を超過した地点が多く、97%を占

めていた。その中、最も土壌中の鉛溶出量の高い地点は 0.41 mg/l であり、基準値の

40 倍程度になっていることが分かった。  

以上の土壌中の測定結果が高い原因を調査、対策することが必要であると考えら

れる。本サイトでは、鉛による土壌汚染は懸念される状況にあり、事業所に近い地点

では土壌中の濃度が高くなったことから、大気からの鉛の沈着がその原因であるか

否かについて検討することとした。  
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図 2-13 土壌中の鉛の含有量の測定結果  

 

 

図 2-14 土壌中の鉛の溶出量の測定結果  
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3.1.2.2 ADMER を用いた鉛の推算沈着量と土壌中の実測の分布結果・考察 

 

図 2-15 に、事業所の鉛の 14 年間の推算沈着量と土壌中含有量の分布を示した。こ

の図より、排出源周辺には土壌中の鉛含有量が多い地点が多く、事業所 B において

も、表層土壌汚染の原因が沈着であることが示唆された。また、事業所 B から離れ

た基準超過地点の汚染原因として、事業所 B 以外にも PRTR 届出対象ではない小規

模事業所などが考えられた。  

 

 

図 2-15 ADMER を用いた 14 年間の鉛の推算した総沈着量と土壌中実測値  
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3.1.3 鉛の推算沈着量と土壌中実測結果との関係への影響要因の検討 

 

ADMER による 14 年間の鉛の総沈着量と実測値との関係を図 2-16 に示した。図よ

り、この製錬所周辺の土壌では、推算沈着量が多いほど土壌含有量も高く、大気から

の沈着による土壌汚染の可能性が確認できた。しかし、相関関係のバラつきが大き

く、この原因として、土壌中の鉛の実測結果に大きく影響する土壌の種類や土壌 pH

（吸着性の高い土壌では汚染がより表層に留まりやすいため）を考えられた。また、

ADMER モデルの予測計算結果の不確実性として、鉛の粒径や年間の気象変動による

影響も考えられた。本研究では、前者の土壌中の鉛の実測結果について以下の 3.1.3.1

で、後者の ADMER での推算結果について以下の 3.1.3.2 で検討することとした。  

また、図 2-16 を年間の鉛沈着量が多いプロットと少ないプロットで分けて見ると、

大気からの推算沈着量と土壌中の含有量との関係には、二つの傾向が見られた。傾向

1 の地点は傾向 2 の地点より排出源に近く沈着量が多い（図 2-11 で示すのであれば、

沈着量が 200 mg/m2/year 以上）。そして、傾向 1 では傾向 2 より傾きが大きくなるこ

とが分かった。この原因として、鉛粒子の粒径の違いによる影響が考えられた。粒径

の大きい粒子ほど沈降速度が大きく、より排出源の近傍に沈着するが、ADMER によ

る推算で用いた粒径の値は 1 つだけである。つまり、より粒径の大きいものはより

近傍に沈着し、より粒径の小さな粒子は遠くに沈着したため、このように推算結果と

実際の汚染分布に違いが生じたと考えられた。  

なお、実測結果が高い地点 3、地点 23、地点 26 については、他の場所から汚染土

壌が搬入されたことで、土壌中の鉛含有量が高くなったと考えられた。  

 

 

図 2-16 鉛の推算沈着量と土壌中含有量の実測結果との関係  
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3.1.3.1 推算結果と実測結果との関係への土壌中での測定結果の影響要因 

 

ここでは、土壌 pH、土壌種類による鉛の推算沈着量と土壌中含有量との関係を解

析し、関係を図 2-17 に示した。図に示した結果からは、土壌 pH や土壌種類の違い

による傾向の違いは見られず、2 つの傾向の違いに影響しないと考えられた。  

 

 

図 2-17 土壌 pH、土壌種類による鉛の推算沈着量と土壌中含有量との関係の違い  

 

3.1.3.2 推算結果と実測結果との関係への ADMER での推算結果の影響要因 

 

3.1.3 より、土壌 pH や土壌種類の違いは図 2-16 に示した 2 つの傾向の違いに影響

しないことが分かった。したがって、鉛の粒径の違いが土壌汚染に大きく影響すると

考えられた。そこで、2004 年の気象データと鉛の排出量データ 5500 kg/year を固定

し、鉛の粒径を 6.1 μm から 1.5 μm 毎に変化させた各粒径について、ADMER によっ

て鉛沈着量を推算する際の乾性沈着速度を 0.35, 07, 1.05, 1.4, 1.75 cm/s と変化させた

際の、排出源から 100 m 毎に推算年間沈着量の違いを推算し、結果を図 2-18 に示し

た。この図より、排出された鉛粒子の粒径が大きいほど、土壌への沈着量が多くなる

ことが分かった。  

また、粒径によらず 100~200m 付近の沈着量が最も多くなることが確認できた。

ADMER による推算では、100m メッシュ以下の細では推算できないため、厳密には
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粒径によって沈着量のピークとなる距離が異なる可能性があるが、本研究における

推算ではピークとなる距離、すなわち最高濃度地点に大きな差は見られなかった。  

図 2-19 に、鉛の粒径毎の土壌汚染分布を示した。この図より、同じ排出量でも沈

着した鉛の粒径が大きいほど、沈着量が多いメッシュ数が増加し、汚染分布が遠くま

で広がることが分った。例えば、沈着量が最も多いこと示す黒色の汚染分布では、鉛

粒子の粒径が 6.1 μm であれば、黒色の汚染分布は 250 m 先まで広がっており、鉛の

粒径がそれぞれの 7.6 μm、8.2 μm、9.0 μm、9.5 μm の粒子は、660 m、845 m、1050 

m、1150 m まで広がることが分かった。  

なお、粒径が 6.1 μm の沈着鉛の最大沈着量は、154 mg/m2/year であり、粒径が 7.6 

μm、8.2 μm、9.0 μm、9.5 μm の場合の最大沈着量は、それぞれ 307 mg/m2/year, 459 

mg/m2/year, 612 mg/m2/year, 763 mg/m2/year であった。したがって、6.1 μm から 9.5 μm

までの 2 倍未満（1.6 倍）程度の鉛の粒径の変化であっても、最大沈着量が 154 

mg/m2/year から 763 mg/m2/year に増加し、約 5 倍になった。  

また、粒径が大きいほど再飛散・表面流出しにくく、土壌中の濃度が高くなってお

り、ADMER による 14 年間の鉛の総沈着量と実測値との相関関係のバラつきが大き

く影響することもあるが考えられた。  

以上のことから、大気へ排出された鉛の沈着による表層土壌汚染未然防止のため、

鉛粒子の粒径によって、土壌への沈着量や汚染分布を把握する必要があると考えら

れる。  
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図 2-18 鉛を含有する排出粒子の粒径による違い（1）  

 

 

 

図 2-19 鉛を含有する排出粒子の粒径による違い（2）  
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3.1.4 事業所 A 及び B における土壌中含有量と溶出量との関係の解析 

 

ここでは、事業所 A 及び B での土壌中含有量と溶出量との関係の違いを考察し、

その関係を図 2-20 に示した。オレンジプロットは、それぞれ事業所 A、ブループロ

ットは事業所 B の結果を示している。図より、事業所によって、土壌中含有量と溶

出量との関係には違いが見られ、排出された鉛が沈着する土壌の種類や pH、土壌中

での鉛の化学形態が、土壌中の含有量と溶出量の関係に影響することが考えられた。 

 

 

図 2-20 事業所 A 及び B での土壌中含有量と溶出量との関係  
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3.1.4.1 土壌種類による土壌中の含有量・溶出量の関係の違い 

 

3.1.4 の結果より、排出された土壌種類、土壌 pH、鉛の化学形態が土壌中の含有量

と溶出量の関係に影響することが考えられた。ここでは土壌種類による土壌中の含

有量・溶出量の関係の違いの解析について説明する。左の図 2-21 は事業所 A の土壌

中の含有量・溶出量の結果であり、右の図 2-21 は事業所 B の土壌中の含有量・溶出

量の結果である。  

図 2-21 より、A 事業所では、土壌種類による土壌中の含有量と溶出量との関係の

違いが見られたが、B 事業所では、土壌種類によるその関係に明確な違いは見られな

かったことから、土壌種類以外の要因も考えられた。  

 

 

図 2-21 土壌種類による土壌中の含有量・溶出量の関係  
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3.1.4.2 土壌 pH による土壌中の含有量・溶出量の関係の違い 

 

次に、土壌 pH による土壌中の含有量・溶出量の関係の違いについて解析した。左

の図 2-22 は、事業所 A の土壌中の含有量・溶出量の結果であり、右の図 2-22 は事業

所 B の土壌中の含有量・溶出量の結果である。図 2-22 より、A 事業所周辺の土壌は

pH6~9、B 事業所周辺の土壌は pH4~8 であり、比較的 pH が低い地点が多い。したが

って、pH が低下するほど鉛の土壌中含有量は小さく、溶出量が大きくなる傾向が見

られた。この原因として、pH が低い土壌中では H+が多く、Pb2+ と H+との競争吸着

により、鉛の溶出量が高くなったことが考えられる。また、地域や土質の違いによる

排出粒子中の酸性成分の影響による土壌 pH の違いがあると考えられた。そのため、

大気からの沈着による土壌汚染可能性を評価するため、pH や共存イオンを把握する

ことが重要だと考えられる。  

 

 

図 2-22 土壌 pH による土壌中の含有量・溶出量の関係  
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3.1.4.3 排出された鉛粒子の粒径による土壌中の含有量・溶出量の関係の違い 

 

3.1.4.1 の土壌種類、3.1.4.2 の土壌 pH による違い以外、排出された事業所による鉛

の形態が異なることため、土壌中の含有量と溶出量の関係に影響することが考えら

れた。本研究において、土壌中の鉛の含有量と溶出量の測定に使用した溶媒は、塩酸

（1N）および純水である。土壌中の鉛含有量が多いサンプルには、塩酸に可溶形態

の鉛が多く、土壌中の鉛の溶出量が多いサンプルには水に可溶な形態の鉛が多く存

在する。US EPA による報告 25)では、製錬所周辺の大気に排出される鉛化合物は主に

鉛‐硫黄化合物（PbSO4、PbO‐PbSO4、PbS）であった。鉛化合物が大気を移動する間

の形態変化は明確ではないが、鉛は主に大気中で PbSO4 と PbCO3 の形態で存在する

と報告されている。特に、今回の測定したサンプルは、精錬所の周辺の表層土壌であ

り、図 2-23 より、溶解度の小さな PbSO4 や PbCO3 等の形態が多いため、直接土壌に

沈着し、含有量基準の超過倍率が、溶出量基準の超過倍率より大きくなった可能性が

示唆された。一方、バッテリー事業所周辺の大気に排出される主な鉛化合物は Pb、

PbO2 、PbSO4 であった。バッテリー製造に使用される電解液は硫酸（H2SO4）であり、

以下の反応式（2-2）、（2-3）より二酸化鉛を硫酸電解液中で還元すると、二酸化鉛と

電解液中の水素イオンおよび硫酸イオンが反応し、硫酸鉛と水が生成する。塩酸で

は、鉛の表面に難溶性の皮膜（塩化鉛  PbCl2）が生成して不溶化するために、溶出量

基準の超過倍率が、含有量基準の超過倍率より大きくなった可能性が示唆された。ま

た、排出粒子中の酸性成分の影響でバッテリー事業所周辺の土壌 pH が低くなってい

たために、土壌中の鉛の溶出量が高くなったとも考えられる。  

PbO2 + 4H+ + 2e- → Pb2+ + 2H2O （2-2）  

Pb2+ + SO4
2- → PbSO4  （2-3）  

 

図 2-23 製錬所周辺の大気に排出される主な鉛化合物及び鉛化合物溶解度  
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3.2 道路近傍の鉛・六価クロムの沈着による土壌汚染の調査・測定結果 

3.2.1 土壌中の鉛、六価クロムの含有量の測定結果  

 

図 2-24 に土壌中の鉛含有量の測定結果を示した。20 地点のサンプルの内、鉛の含

有量基準（150 mg/kg）を超過したサンプルは 2 地点、基準値未満で基準値の半分以

上が 7 地点、基準値の半分未満で基準値の 20％以上が 5 地点、他は基準値の 20％未

満であった。今回の調査では、鉛の含有量基準値を超過しなかった地点でも基準値に

近い値の地点がいくつかあった。土壌中の鉛含有量の結果が高い原因について調査、

対策しなければ、数年後に基準値を超過する可能性も考えられる。一方、土壌中の六

価クロム含有量の結果は、図 2-25 に示した通り、鉛含有量に比較して非常に低い値

となり、六価クロム含有量の基準値（250 mg/kg）以内であった。  

以上の結果から、鉛による土壌汚染は懸念される状況にあることが確認でき、路面

標示塗料の磨耗粉塵の沈着がその原因であるかについて検討することとした。  
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図 2-24 土壌中の鉛の含有量の測定結果  

 

 

図 2-25 土壌中の六価クロムの含有量の測定結果  
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3.2.2 路面標示塗料磨耗粉じんからの鉛・六価クロムの沈着による土壌汚染の可能

性の検討 

 

鉛と六価クロムは、黄色の路面標示用塗料に顔料（黄鉛（PbCrO4）に PbO や PbSO4

を含むものが用いられる）として含まれる。そこで、路面標示塗料の磨耗粉塵から発

生した鉛の沈着による土壌汚染の可能性を検討するため、まず土壌中の鉛と六価ク

ロムとの含有量の相関関係を確認した。  

図 2-26 に土壌中の鉛と六価クロムとの含有量の相関関係を示した。これより、土

壌中の鉛と六価クロムとの相関はやや低く、ばらつきも大きいことが分かる。六価ク

ロムの含有量は低い値であったが、六価クロムは三価クロムに形態変化しやすいこ

とや、土壌から十分に抽出できていない可能性も考えられたため、土壌中の鉛と全ク

ロムの含有量の相関関係も調べた。図 2-27 より、土壌中の鉛含有量と全クロム含有

量の相関が見られ、発生源が同じである可能性が示唆される。また、グラフの傾きは

4.3、切片が 5.6 となった。黄色の路面標示用塗料に含まれている顔料の主成分（PbCrO4）

では、鉛と六価クロムの重量比が 3.98 : 1.00 （207:52.0）である（ただし、塗料中に

は PbO や PbSO4 も含まれるとの知見もある）。グラフの傾きより鉛含有量の増分は

全クロム含有量の増分のほぼ 4.3 倍となり、これは黄鉛の重量比からも理解できる

（黄鉛が原因であれば重量比は 3.98 倍以上になる）。そのため、調査地点とした道路

近傍での土壌中の鉛は、黄色の路面標示塗料の磨耗粉塵から鉛や全クロムが発生し、

土壌に沈着したことが原因である可能性が示唆された。また、小さな値ではあるが相

関線の切片 5.6 mg/kg については、自然由来や燃料由来など黄鉛とは別の汚染原因で

ある可能性が考えられる。  
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図 2-26 土壌中の六価クロムと鉛の含有量の結果の関係  

 

 

図 2-27 土壌中の全クロムと鉛の含有量の結果の関係  
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4. 本章のまとめ 

  

本章では、事業所 A および事業所 B における土壌汚染の調査結果を基に、鉛を大

気に排出する事業所の周辺での土壌汚染分布を把握した。ADMER モデルでの推算年

間沈着量が多い地点では、実測の鉛含有量が高く、排出源から離れるほど、沈着量も

土壌中含有量も小さくなる傾向が見られた。推算年間沈着量と土壌中含有量の実測

値の分布は良く一致し、事業所からも離れており漏洩等による土壌汚染原因の可能

性が低い地点でも基準を超過しており、大気に排出された鉛の沈着が含有量基準超

過の原因となることが示唆された。推算結果と実測結果との関係の傾きについては、

排出源に近い地点（排出源から 680 m の範囲以内）の方が、排出源が遠い地点より

傾きが大きくなることが分かった。これは、ADMER で計算する際は粒径を 1 つの値

に固定して計算するが、実際の粒径は様々で、粒径の大きな粒子は沈降速度も大き

く、より排出源の近くに沈着するためである。同じ排出量でも、粒子の粒径が大きい

ほど土壌への沈着量が多くなり、土壌の汚染分布が遠くまで広がることが分った。そ

のため、大気へ排出された鉛の沈着による表層土壌汚染の未然防止のため、鉛粒子の

粒径によって、土壌への沈着量や汚染分布を把握し、排出管理手法を検討することが

必要であると考えられた。土壌汚染はストック型の汚染であり、1 年間で基準値を超

過するのではなく、長期に渡って沈着して基準を超過するため、このような気象デー

タの違いによる変動幅も考慮して安全側に管理することが必要である。今回検討し

た事業所 A では、気象の変動による沈着量の変化がそれほど大きくないことが確認

されたが、他の事業所でも同様の確認は必要と考えられる。したがって、第 4 章で

は、排出粒子の粒径による沈着量の違いも検討して、大気排出量基準を検討すること

とした。  

また、土壌に沈着した鉛の土壌中含有量と溶出量の関係は、土壌 pH や土壌種類に

影響されることが分かった。そのため、大気からの鉛による土壌汚染の未然防止のた

め、土壌表層への残留性の評価が重要と考えられた。そこで、第 3 章では、土壌 pH

や土壌種類による土壌浸透深さを推定して、沈着後の有害物質の土壌浸透挙動の評

価を検討することとした。  
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第 3 章 

大気から沈着後の鉛の表層土壌中への留まりやすさの評価  
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1. はじめに 

  

重金属を取り扱う事業所の周辺では、排出源から 500 m 離れた地点でも土壌汚染

が存在しているという調査報告 1)がある。また、大気に排出された重金属が沈着によ

って土壌を汚染していると疑われる事例も多数見つかっている 2-9)。しかし、現在は

大気からの沈着という土壌汚染経路はあまり重視されておらず、土壌汚染の可能性

を考慮した大気への排出管理もなされていない。また、大気から土壌表層に沈着した

後は、有害物質の種類によって、土壌への吸着性が異なるため表層土壌への留まりや

すさが異なる。例えば、ヒ素は吸着性が低いため、沈着後は表層土壌に留まりにくく、

地下浸透しやすくなる。一方で、鉛は土壌への吸着性が非常に高いため、土壌の表層

部分に留まりやすいことも示されている 10)11)。  

日本の土壌汚染対策法では、土壌中含有量基準が、有害物質が含まれる汚染土壌を

直接摂取することによる健康リスクを想定して設定されている。表層土壌の汚染は、

Hand to mouth 経路での経口曝露や、汚染土壌粒子が大気に再飛散することによる吸

入曝露などによる健康リスクを生じる。しかし、日本の表層土壌調査 12)での土壌中

含有量の測定では、表層（地表から 5 cm）の土壌と、5~50 cm までの深さの土壌を採

取し、これら 2 つの深度の土壌をそれぞれ等量を混合したものを試料として、土壌

含有量を測定することとなっている。また、ドイツの土壌環境法制 13) 14)の「土壌保

護・汚染サイト令（BBodSchV）」によると、経口・皮膚・吸入による汚染摂取のある

場所での、土壌サンプリング深度は 0 ～  2 cm で定めている。更に、海外の研究報告

15-18)では、表層土壌汚染の調査方法として、表層土壌 0~10 cm15)16)、または、0~20 

cm17)18)のようにやや深めの土壌を採取し、土壌中「鉛」濃度を測定している。Elyem

らの研究 19)では、表層 0~5 cm のように比較的浅い表層土壌を採取して、「鉛」濃度

を測定している例もある。このように、表層土壌中の鉛含有量を評価するための土壌

採取深さは様々である。しかし、前述のとおり、大気からの沈着後は、土壌汚染物質

の土壌への吸着性により、表層土壌への留まりやすさは異なるため、鉛のように土壌

への吸着性が非常に高い場合には、現在定められた土壌採収方法では、表層土壌中の

濃度を、深部の清浄な土壌で希釈して過小評価してしまっている懸念がある。  

また、鉛等の土壌への吸着性は、土壌種類（黒ぼく土、関東ローム、砂質土）や土

壌 pH によって異なり、土壌中の鉛の含有量と溶出量との関係が変化することが報告

されている 20-21)。さらに、沿岸部の土壌のように、高塩濃度の土壌でも鉛による土壌

汚染事例が報告されており 22) 、塩濃度も吸着に影響を及ぼすことが想定される。  

このように、汚染物質の土壌への吸着性を評価して、沈着による土壌汚染の評価を

することは、大気への排出管理手法を考えるためには有用である。  
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 本研究の目的は、大気からの沈着した鉛を例として、土壌の様々な環境条件等（土

壌種類、土壌 pH、土壌 EC）により、鉛が、何年間で、どのくらいの深さに到達する

か計算して、表層土壌への留まりやすさを評価することとした。計算した地下浸透深

さの結果から、表層土壌汚染調査での土壌採取深さを検討することとした。  

 

2. 研究方法  

2.1 沈着後の鉛の土壌中挙動予測式の考え方・提案  

 

大気からの沈着後の鉛の土壌での挙動について次のような特徴を持つ土壌中挙動

予測式を構築することとした。土壌中挙動としては、地表と地中とについて、それぞ

れ次のように考慮した。  

①  地表での挙動  

地表での挙動について、以下のように考えて、計算することとした。  

(ア) 大気から鉛を含有した粒子が土壌表層に沈着する。  

(イ) 降水により、表層土壌中の鉛の一部は表面流出する。土壌汚染サイトの状況

（土質、降水量、土地の傾斜）によって表面流出量は大きく異なると考えら

れるが、文献 23)の平坦な土地で得られた値を用いて、1 年間で表層の土壌中

含有量の 2%が表面流出すると仮定した。  

(ウ) 沈着した表層土壌中の鉛の一部は、風などによって大気に再飛散する。土質、

降水量（含水率）、風速などが飛散速度に影響すると考えられるが、実測値が

得られなかったため、ここでは 1 年間に表層土壌中含有量の 1%が飛散する

と仮定して計算することとした。  

②  地中での挙動  

地中での挙動について、以下のように考えて計算することとした。  

(ア) 沈着後の鉛の土壌固相への吸着について、土壌の種類や pH、EC の影響を考

慮できる「多成分系吸着等温式」（Urano et al.,1981） 24)を用いる。  

(イ) 沈着後の鉛は、土壌間隙水中に比較的速やかに溶解し、降雨の浸透ともに地

下浸透する。水の浸透速度は非常に遅いため、表層土壌中に沈着した鉛が、

溶解度が十分に大きい化学形態であれば、本仮定は無理がないと思われた。 

(ウ) 間隙水中での拡散も考慮する。  

(エ) 土壌の種類や土壌の種類毎に不飽和帯土壌では一般的な含水率を設定して

計算する。  

以上のように、沈着後の鉛の挙動は地表と地中とに分けて、以下のような挙動予

測式で沈着後の鉛の存在量変化を計算することとした。  
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①  表層土壌１段目での挙動予測式  

表層土壌 1 段目での鉛の存在量変化は、前述の①(ア)～(ウ)の大気からの沈着、

表面流出、再飛散の挙動と、②(ア)～(エ)のような土壌への吸着、浸透、拡散の挙動

が起こるとした。土壌間隙水中の存在量変化は下の  (3-1) 式、土壌固相中の存在量

変化は下の  (3-2) 式で表すことができる。記号の説明は表 3-1 に示した。  

 

𝜀𝑧𝑠𝐴
𝑑𝐶𝐿1
𝑑𝑡

= 𝐴𝑊𝑑 −
0.02

365
𝜀𝑧𝑠𝐴𝐶𝐿1 −

0.01

365
𝜀𝑧𝑠𝐴𝐶𝐿1 − 𝑢𝐴𝐶𝐿1

−
𝐷𝐿
𝑧𝑠
𝐴(𝐶𝐿1 − 𝐶𝐿2)−𝐴𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

(

 
 
 
𝐶𝐿1 −

{
 
 

 
 ∑ (

𝐶𝐿𝑘1
𝑛𝑘

𝐾𝑘
1 )𝐶𝑆1

3
𝑘=2

𝐶𝑆𝑚𝑎𝑥
− 𝐶𝑆1

}
 
 

 
 

1
𝑛1

)

 
 
 
     

(3 − 1) 

 

𝜌𝑏𝑧𝑠𝐴
𝑑𝐶𝑆1
𝑑𝑡

= 𝐴𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

(

 
 
 
𝐶𝐿1 −

{
 
 

 
 ∑ (

𝐶𝐿𝑘1
𝑛𝑘

𝐾𝑘
1 )𝐶𝑆1

3
𝑘=2

𝐶𝑆𝑚𝑎𝑥
− 𝐶𝑆1

}
 
 

 
 

1
𝑛1

)

 
 
 
−
0.02

365
𝜌𝑏𝑧𝑠𝐴𝐶𝑆1 −

0.01

365
𝜌𝑏𝑧𝑠𝐴𝐶𝑆1   

 (3 − 2) 

 

表層土壌の 1 段目における鉛の存在量変化を表す (3-1)式、(3-2)式を差分化し、時

間を Δt 時間毎に計算することとして、j 時間区分における１段目の土壌間隙水中濃

度、土壌固相中濃度は、それぞれの (3-3) 式と  (3-4)式で表すことができる。また、

より下層の j 時間区分後の濃度は明らかではないため、一つ前の時間区分である j-

1 時間区分の濃度を用いて近似して計算した。  

 

𝐶𝐿1,𝑗 =

𝑊𝑑 +
𝐷𝐿
𝑧𝑠
𝐶𝐿2,𝑗−1+𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

{
 
 

 
 ∑ (

𝐶𝐿𝑘1
𝑛𝑘

𝐾𝑘
1 )𝐶𝑆1,𝑗−1

3
𝑘=2

𝐶𝑆𝑚𝑎𝑥
− 𝐶𝑆1,𝑗−1

}
 
 

 
 

1
𝑛1

+
𝜀𝑧𝑠
∆𝑡 𝐶𝐿1,𝑗−1

𝜀𝑧𝑠
∆𝑡 +

0.03
365

𝜀𝑧𝑠 + 𝑢 +
𝐷𝐿
𝑧𝑠
+ 𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

   (3 − 3) 
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𝐶𝑆1,𝑗 =

𝜌𝑏𝑧𝑠
∆𝑡 𝐶𝑆1,𝑗−1 + 𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

(

 
 
 
𝐶𝐿1,𝑗 −

{
 
 

 
 ∑ (

𝐶𝐿𝑘0,𝑗−1
𝑛𝑘

𝐾𝑘
1 )𝐶𝑆1,𝑗−1

3
𝑘=2

𝐶𝑆𝑚𝑎𝑥
− 𝐶𝑆1,𝑗−1

}
 
 

 
 

1
𝑛1

)

 
 
 

(
1
∆𝑡
+
0.03
365

)𝜌𝑏𝑧𝑠

   (3 − 4) 

 

②  地中（2 段目以降）での挙動予測式  

地中（2 段目以降）の i 段目での鉛の存在量変化は、前述の②ア～エのような土

壌への吸着、浸透、拡散の挙動のみが起こるとした。土壌間隙水中の存在量変化は

下の(3-5) 式、土壌固相中の存在量変化は (3-6) 式で表すことができる。  

 

𝜀𝑧𝑠𝐴
𝑑𝐶𝐿𝑖
𝑑𝑡

= 𝑢𝐴𝐶𝐿𝑖−1 − 𝑢𝐴𝐶𝐿𝑖 +
𝐷𝐿
𝑧𝑠
𝐴(𝐶𝐿𝑖−1 − 𝐶𝐿𝑖)

−
𝐷𝐿
𝑧𝑠
𝐴(𝐶𝐿𝑖 − 𝐶𝐿𝑖+1)−𝐴𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

(

 
 
 
𝐶𝐿𝑖 −

{
 
 

 
 ∑ (

𝐶𝐿𝑘𝑖
𝑛𝑘

𝐾𝑘
1 )𝐶𝑆𝑖

3
𝑘=2

𝐶𝑆𝑚𝑎𝑥
− 𝐶𝑆𝑖

}
 
 

 
 

1
𝑛1

)

 
 
 
    (3 − 5) 

 

𝜌𝑏𝑧𝑠𝐴
𝑑𝐶𝑆𝑖
𝑑𝑡

= 𝐴𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

(

 
 
 
𝐶𝐿𝑖 −

{
 
 

 
 ∑ (

𝐶𝐿𝑘𝑖
𝑛𝑘

𝐾𝑘
1 )𝐶𝑆𝑖

3
𝑘=2

𝐶𝑆𝑚𝑎𝑥
− 𝐶𝑆𝑖

}
 
 

 
 

1
𝑛1

)

 
 
 
   (3 − 6) 

 

2 段目以降の表層土壌の i 段目の存在量変化を表す (3-5) 式、  (3-6) 式を差分化

し、時間を Δt 時間毎に計算することとして、 j 時間区分における i 段目の土壌間隙

水中濃度、土壌固相中濃度は、それぞれの  (3-7) 式と(3-8)式で表すことができる。

また、より下層の j 時間区分後の濃度は明らかではないため、j-1 時間後の濃度を用

いて近似して計算した。  

𝐶𝐿𝑖,𝑗 = 

𝜀𝑧𝑠
∆𝑡 𝐶𝐿𝑖,𝑗−1 + 𝑢𝐶𝐿𝑖−1,𝑗 +

𝐷𝐿
𝑧𝑠
(𝐶𝐿𝑖−1,𝑗 − 𝐶𝐿𝑖,𝑗−1 + 𝐶𝐿𝑖+1,𝑗−1)+𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

{
 
 

 
 ∑ (

𝐶𝐿𝑘𝑖,𝑗−1
𝑛𝑘

𝐾𝑘
1 )𝐶𝑆𝑖,𝑗−1

3
𝑘=2

𝐶𝑆𝑚𝑎𝑥
− 𝐶𝑆𝑖,𝑗−1

}
 
 

 
 

1
𝑛1

𝜀𝑧𝑠
∆𝑡 + 𝑢 +

𝐷𝐿
𝑧𝑠
+ 𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

  

(3 − 7) 
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𝐶𝑆𝑖,𝑗 =

𝜌𝑏𝑧𝑠
∆𝑡 𝐶𝑆𝑖,𝑗−1+𝑧𝑠𝐾𝐿𝑎

(

 
 
 
𝐶𝐿𝑖,𝑗 −

{
 
 

 
 ∑ (

𝐶𝐿𝑘1,𝑗−1
𝑛𝑘

𝐾𝑘
1 )𝐶𝑆𝑖,𝑗−1

3
𝑘=2

𝐶𝑆𝑚𝑎𝑥
− 𝐶𝑆𝑖,𝑗−1

}
 
 

 
 

1
𝑛1

)

 
 
 

𝜌𝑏𝑧𝑠
∆𝑡

   (3 − 8) 

 

これらの挙動予測式を用いて、大気から沈着後の鉛の土壌中挙動を予測計算する

ことができた。また、各時間区分での鉛のマスバランスが保存されることを確認し

た。  

 

表 3-1 記号表  

記号  意味  単位  

i 土壌の上からの層の段階  - 

j 時間区分  - 

Δt 1 時間区分の時間  - 

A 面積  m2 

CL 土壌間隙水中濃度  meq/m3 

CS 土壌固相中濃度  meq/t-dry 

Wd 表層土壌への沈着速度  meq/m2/d 

u 水の空筒浸透速度  m/day 

DL 土壌不飽和帯でのみかけ拡散係数  m2/day 

KLa 総括物質移動容量係数  1/day 

Ɛ 土壌中での水体積割合  - 

zs 土壌表層の 1 段の厚さ  m 

𝜌𝑏 土壌の充填密度  t-dry/m3 

nk, n1 イオン交換定数  - 

Kk
1 選択係数  (meq/m3)n

k
－ n

1 

Csmax 最大イオン交換容量  meq/t-dry 
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2.2 鉛の高塩濃度土壌中での吸着平衡の測定方法 

 

沈着後の鉛の土壌固相への吸着について、土壌の種類や pH、EC の影響を考慮で

きる「多成分系吸着等温式」を用いることとしたが、鉛について、多様な土壌環境条

件での「多成分系吸着等温式」のパラメータを設定する必要がある。特徴の大きく異

なる 3 種類の土壌に対して、pH および塩濃度を変えて吸着平衡実験を行い、吸着等

温式のパラメータを求めることとした。実験は以下のように行った。  

 

2.2.1 使用試薬 

 

本研究では、対象物質は鉛イオンとし、関東化学（株）社製の硝酸鉛 Pb(NO3)2 特

級試薬をイオン交換水に溶かして実験に用いた。また、土壌 EC の影響による鉛の高

塩濃度土壌中での吸着平衡の測定では、海水の塩濃度を再現するために八洲薬品（株）

社製の人工海水をイオン交換水に溶かして用いた。主な組成は、Na、Mg、Ca、K、

Sr であり、表 3-2 に示した。また、pH 調整のため和光純薬工業（株）社製の塩酸 HCl

をイオン交換水で希釈して使用した。  

 

表 3-2 人工海水成分  

元素  濃度（meq/l）  

Na 480 

Mg 109 

Ca 20.9 

K 10.2 

Sr 0.32 

 

2.2.2 土壌試料と選定根拠 

  

土壌試料には、神奈川県横浜市および平塚市から採取した汚染されていない黒ボ

ク土、関東ローム、砂質土を、2 mm メッシュのふるいにかけて通過した、礫や植物

の根などを取り除いたものを用いた。一般的に黒ボク土及び関東ロームは、粒径は小

さく比表面積が大きいが、有機炭素含有率が大きく異なるため、比較することにより

土壌有機物への吸着特性が考察できると考えられた。また、関東ロームと砂質土とで

は、有機炭素含有率は共に小さいが、粒径や比表面積が大きく異なるため、これらを

比較することにより無機鉱物への吸着特性を比較できると考えられた。土壌試料の
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特性値を表 3-3 に示した。  

 

表 3-3 土壌試料の特性値  

代表土壌試料  黒ボク土  関東ローム  砂質土  

採取地  横浜市  横浜市  平塚市  

土性名  埴壌土  埴壌土  砂土  

粒径  

組成  

粗砂      [%] 

（0.2～2.0 mm) 
14.2 3.3 91.6 

細砂             [%] 

(0.02～0.2 mm) 
32.6 34.0 5.9 

シルト           [%] 

（0.002～0.02 mm) 
32.7 39.1 1.2 

粘土             [%] 

(～0.002 mm) 
20.5 23.6 1.3 

50% 粒径(D50) [μm] 16 11 510 

比表面積  [m2/g] 280 380 110 

真密度  [g/cm3] 2.59 2.9 2.83 

有機炭素含有率  [%] 9.8 1.2 < 0.3 

カチオン交換容量(CEC) [meq/kg] 300 200 73 

注 1) 上記の物性値は以下の実験より得られた。  

〈測定方法〉  

 粒径組成：JISA1204 土の粒度試験方法  

 比表面積：中野政詩他著「土壌物理環境測定法」3.3G 

 真  密  度：JISA1202 土粒子の密度試験  

 塩基交換容量：日本土壌肥料学会編「土壌環境分析法」：  

Semimicro-Schollenberger 法  

 

2.2.3 有害物質の高塩濃度土壌中での吸着平衡の実験方法 

 

はじめに、0.2g-dry 以上の湿潤土壌を、50 mL 以上の容量のポリプロピレン製の容

器に採取した。160 g/L の鉛水溶液原液と、イオン交換水もしくは所定の塩濃度とな

るようにイオン交換水に溶かした人工海水溶液を適宜イオン交換水で希釈した水溶

液を用いて、所定の初期濃度となるよう調製した。また精度良く吸着平衡実験を行う

ために、固液比は 1：10~8000 になるようにして、吸着平衡時の水相濃度が初期水相

濃度の 10～90%の範囲となるように設定した。また、塩酸 HCl を用いて、吸着平衡
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実験中も適宜 pH が設定した pH±0.1 となるように調整した。次に、振とう器（アズ

ワン(株)製 AS-1N）を用い、25℃の恒温室内において 100 spm で 24 時間以上振とう

した。振とう中に pH 調整を数回行い、設定した pH における吸着平衡状態となるよ

うにした。  

振とう後は、3000 rpm で 10 分間遠心分離した。その後、上澄み液を孔径 0.45 μm

のポリプロピレン製メンブレンフィルター (ADVANTEC 社製、直径 25 mm)を用いて

ろ過し、固液分離した。ろ液中の鉛濃度を誘導結合プラズマ質量分析装置 ICP-MS

（PerkinElmer 社製  ELAN DRC-e ICP)を用いて定量した。平衡吸着量は、測定対象物

質の初期濃度とろ液の平衡濃度との差から、 (3-9)式を用いて算出しした。  

 

 
 




1
 10

1
W

VCC
Q     (3 − 9) 

 

ここで、Q1 meq/t-dry soil ：イオン 1 の平衡吸着量、C0 meq/m3：初期のイオン 1 の

液相濃度、C1 meq/m3 ：吸着平衡時のイオン 1 の液相濃度、V m3：溶液量、W t-wet 

soil ：湿潤土壌重量、α[-]：含水率である。  

 

2.3 多成分系イオン交換等温式を用いた解析方法 

 

鉛イオンの土壌への吸着平衡関係は、pH の影響、塩濃度の影響が考えられ、それ

ぞれ H+イオンとの競争吸着、Na+等のイオンとの競争吸着が生じている。  

ここでは、（3-10）式に示した多成分系イオン交換式を用いて解析することとした。

吸着等温線のパラメータ n1、nk、K1
k は、実験結果にフィッティングさせて求めるこ

とができる。  

 















2 1

1

max
1

1

1
 1

k
n

k

n

k

CK

C

Q
Q

k

＋

 （3-10）  

 

ここで、C1 meq/m3 と Ck meq/m3 は、溶解している目的イオン 1 と共存するイオン

k との平衡濃度である。Q1 meq/t-dry soil は、イオン 1 の平衡イオン交換量（平衡吸

着量）である。n1 [-]と nk [-]はイオンの等温線の傾きを表すカチオン交換定数であり、

K1
k (meq/m3)n

k
－ n

1 は、イオン 1 とイオン k の選択係数である。Qmax meq/t-dry soil は、

土壌や粘土鉱物の最大イオン交換容量である。  
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H+は Pb2+の土壌へのイオン交換において競争関係にある。また、実験に用いた人

工海水中では、全カチオン濃度の 84 %を Na+が占めている。そのため、多成分系イ

オン交換式を Pb2+,H+,Na+の 3 成分系イオン交換式として解析することとした。この

場合、（2-10）式は、（3-11）式で表せる。  

 

（3-11）  

 

ここで、QPb meq/t-dry は Pb2+の平衡吸着量、CPb mg/m3 は Pb2+の平衡濃度である。

Qmax meq/t-dry は陽イオン交換容量であり、各土壌の特性値として実測して求めた。

CH meq/ m3 は H+の平衡濃度、CNa meq/ m3 は Na+の平衡濃度であり、それぞれ pH や

塩濃度の測定値から換算して求めた。また、nPb[-]は Pb2+の吸着定数、nH[-]は H+の吸

着定数、nNa[-]は Na+の吸着定数であり、KH
Pb (meq/m3)n

H
-n

Pb は Pb2+と H+の選択係数、

KNa
Pb (meq/m3)n

Na
-n

Pb は Pb2+と Na+の選択係数であり、これらは実測値に計算線をフィ

ッティングさせることにより求めた。なお、nPb[-]と nH[-]については、土壌の種類に

よらないパラメータであり、既報 25)の値を用いている。  

導電率 EC と Na+濃度との関係を別に求めて、EC を測定することにより、Na+濃

度を換算して求めた。  

 

2.4 沈着後の鉛の土壌中浸透挙動予測式のパラメータの設定 

 

2.1 で提案した「沈着後の鉛の土壌中挙動予測式」のパラメータを以下のように設

定して、表層土壌への鉛の留まりやすさを計算した。  

①  水の空筒浸透速度  

松丸らの研究 26)でのライシメーター法の実験結果によると、年間の積算浸透水量

(mm/年)は黒ぼく土、砂質土ともに年間積算降水量 (mm/年)に比例してほぼ直線的に

増加することが分かっている。、直線の傾きは土壌の種類によって異なり、黒ぼく

土では積算降水量の 0.39 倍、砂質土では 0.60 倍が土壌中に浸透する。ここでは、

日本全国の平均降水量 27)が 1706 mm/year として、水の平均の空筒浸透速度は黒ぼ

く土が 1.8×10-3 m/day、砂質土が 2.8×10-3 m/day となり、この値を計算に用いること

とした。  

また、関東ロームでは、金子らの研究 28)では降水量に対する浸透水の流出割合は
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深さ 3.7 m では 11%であったと報告されているため、日本全国の平均降水量 1706 

mm/year として、関東ロームの水浸透速度は 0.51×10 -3 m/day と算出された。  

②  土壌不飽和帯でのみかけ拡散係数  

大橋の研究 29)では、水中での有害金属イオンの拡散係数は、Graham の (3-12)式に

基づき、拡散係数が既知のイオン（ここでは塩化物イオン）の拡散係数から推算で

きることが報告されている。ここで、MCl は塩化物イオンの式量 35.5 g/mol、MPb は

鉛イオンの式量 g/mol であり、同じ土壌であれば拡散係数が式量の 0.6 乗にほぼ比

例する。これより、土壌種類毎の、鉛のみかけの拡散係数は表 3-4 のようにおよそ

の値を算出できた。  

DL-Pb = DL-NaCl × 
𝑀𝐶𝑙
0.6

𝑀𝑃𝑏
0.6 （3-12）  

表 3-4 土壌不飽和帯でのみかけ拡散係数  

土壌種類  DL-NaCl (m2/day) DL-Pb (m2/day) 

黒ぼく土  4×10-6 1.4×10-6 

関東ローム  6×10-6 2.1×10-6 

砂質土  8×10-6 2.8×10-6 

 

③  総括物質移動容量係数  

また、大橋の研究 29)では、鉛イオンの土壌への吸着速度を表す総括物質移動容量

係数は、土壌の種類による違いがほとんどなく、土壌溶出物の影響もほとんど受け

ず、濃度による影響もほとんどないと報告されている。その結果から、鉛イオンの

場合は、土壌種類によらず、総括物質移動容量係数は 1000/day として計算に用いる

こととした。  

④  土壌中での水体積割合・土壌の充填密度  

 関東ローム、黒ぼく土、砂質土での、水の体積割合や土壌の充填密度を実測して、

その値を後述の表 3-5 にまとめた。なお、金子らの研究 28)では、関東ロームの土壌

三相割合が示されており、水相の体積割合は 0.6 m3m-3 程度であることが報告され

ており、これも参考とした。  

⑤  表層土壌への沈着速度  

PRTR の届出で年間 900 kg/year と国内では非常に多く大気中に鉛を排出している

事業所周辺を想定して、ADMER モデルによる鉛の沈着速度の算出結果から、計算

では 100 mg/m2/year の沈着速度を用いて計算することとした。  
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以上から、沈着後の鉛の土壌中浸透挙動予測式のパラメータは表 3-5 のように設

定できた。  

 

表 3-5 土壌種類による土壌中浸透挙動予測式のパラメータ  

記号  意味  単位  黒ぼく土  関東ローム  砂質土  

i 土壌の上からの層の段階  -  

j 時間区分  - 

Δt 1 時間区分の時間  - 

A 面積  m2 

CL 土壌間隙水中濃度  meq/m3 

CS 土壌固相中濃度  meq/t-dry 

Wd 表層土壌への沈着速度  meq/m2/d 

u 水の浸透速度  m/day 1.84E-03 0.51E-03 2.78E-03 

DL 土壌間隙水中拡散速度  m2/day 1.4E-06 2.1E-06 2.8E-06 

KLa 総括物質移動容量係数  1/day 1000 1000 1000 

Ɛ 土壌の間隙率  - 0.5 0.6 0.17 

zs 土壌表層の 1 段の厚さ  m 0.01 0.01 0.01 

𝜌𝑏 土壌の充填密度  t-dry/m3 0.5 0.6 1.0 

 

3. 結果・考察 

3.1 鉛の吸着等温線のパラメータのフィッティング結果  

 

黒ぼく土、関東ローム、砂質土での Pb2+の吸着平衡実験結果をそれぞれ図 3-1～図

3-3 に示した。これらの図より、いずれの土壌でも Pb2+の平衡吸着量は pH=9.0＞

pH=7.0＞pH=5.0 の順で高かった。また、いずれの pH でも Pb2+の平衡吸着量は黒ぼ

く土＞関東ローム＞砂質土順に高かった。この変化は、pH 影響は水素イオンとの競

争吸着によるため、土壌の違いについてはカチオン交換容量 CEC の違いによるもの

であり、今回の実験で用いた土壌試料でも既往研究 25)と同様の結果であることを確

認できた。  

本研究では、更に Pb2+の土壌へのイオン交換において、高濃度の塩（Na+）も影響

することが想定されたため、多成分系イオン交換式を Pb2+,H+,Na+の 3 成分系イオン

交換式として解析することとした。更に EC（Na+濃度）の変化が Pb2+の平衡吸着量

に及ぼす影響について考察した。図 3-1～図 3-3 より、塩濃度が EC=4500 mS/m の高

濃度の場合と EC=2～3 mS/m の低濃度の場合とを比べると、全ての pH（pH=5.0,7.0,9.0）
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および土壌の種類（黒ぼく土 ,関東ローム ,砂質土）で、Pb2+の平衡吸着量が EC=4500 

mS/m の高濃度の場合の方が EC=2～3 mS/m の低濃度の場合に比べて低下することが

わかった。これは、Pb2+がイオン交換によって土壌へ吸着する際に、海水と同程度の

高濃度で Na+が共存する場合には Pb2+のイオン交換を妨げる競争関係となっている

ことが確認された。すなわち、塩濃度が海水と同程度の濃度（EC=4500 mS/m）では、

Pb2+の土壌への吸着性が減少し、土壌に留まりにくくなることが分かった。  

また、いずれの土壌でも低濃度（EC=2～3）から高濃度（EC=4500 mS/m）に変化

させた場合の Pb2+の平衡吸着量の減少割合は pH=9.0＞pH=7.0＞pH=5.0 と平衡吸着量

が高い時ほど塩濃度の増加の影響を受けやすいことが分かった。同じ塩濃度の変化

であっても、pH=9.0 の方が pH=5.0 に比べ Pb2+と競争関係にある H+濃度が 1/10000

小さいため、相対的に Pb2+と Na+の競争関係が強くなり、塩濃度の影響が大きく現れ

たと考えられる。つまり、Pb2+と競争関係にある H+の濃度が低い時の方が、高濃度

の Na+の競争吸着への影響が大きく現れるということであった。  

また、（3-11）式の多成分系イオン交換等温式は、pH の違いだけでなく、塩濃度が

変化した場合についても、よくフィッティングできることが確認できた。また、その

フィッティング結果によって得られた吸着等温式のパラメータを表 3-6 に示した。

「沈着後の鉛の土壌中挙動予測式」では、これらの値を各土壌の代表値として用いる

こととした。  
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図 3-1 黒ぼく土における pH、EC を変化させた時の鉛の吸着等温線  

 

 

図 3-2 関東ロームにおける pH、EC を変化させた時の鉛の吸着等温線  
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図 3-3 砂質土における pH、EC を変化させた時の鉛の吸着等温線  

 

 

 

    表 3-6 土壌種類による鉛の吸着等温線のパラメータ  
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の吸着等温線（計算線）のパラメータ
パラメータ 単位 黒ぼく土 関東ローム 砂質土

Qmax [meq/t-dry] 300×103 200×103 73×103

nPb [-] 0.60 0.60 0.60

nH [-] 0.60 0.60 0.60

nNa [-] 0.01 0.01 0.01

KH
Pb (meq/m3)nH-nPb 0.20 0.15 0.10

KNa
Pb (meq/m3)nNa-nPb 0.17 0.20 0.44
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3.2 鉛の表層土壌への留まりやすさへの土壌環境条件の影響の解析  

 

表層土壌への留まりやすさを評価するために、大気からの沈着した鉛が、土壌環境

条件（土壌の種類、pH、EC）の違いにより、表層何㎝の土壌中にどのくらいの濃度

で留まるのか算出することとした。2.1 で提案した土壌中挙動予測式を用いて、事業

所から大気に排出された鉛の沈着速度を 100 mg/m2/year に固定して、土壌種類、土

壌 pH、土壌 EC を変化させて、沈着後の鉛の地下浸透深さ毎の鉛濃度を算出した。

結果を図 3-4 と図 3-5 に示した。  

ここで計算した土壌固相濃度は、「乾燥土壌 1kg あたりの吸着量」であり、含有量

基準値の評価を行う際には、採取した土壌を風乾して「風乾土壌 1kg あたりの土壌

中含有量」の値で評価を行う。そのため、間隙水中の鉛の量や土質によって異なるが

風乾土壌で残存する数％程度の水分量の影響で、「乾燥土壌 1kg あたりの吸着量」と

含有量基準値の 150 mg/kg-風乾土壌とを比較することができない。ただし、鉛の場合

は間隙水中の鉛濃度は極めて小さく無視できること、風乾土壌重量は乾燥土壌重量

より数％程度の重量増加でしかないことから、土壌固相濃度（ mg/kg-drysoil）が

150mg/kg-drysoil を超えた場合には、土壌中含有量基準値 150mg/kg-風乾土壌を超過

していると考えることができる。  

なお、現在の推定結果では含有量基準値以下と考えられる場合にも、今後大気から

の沈着が続けば、土壌固相中の鉛濃度が多くなると考えられる。土壌固相濃度の経時

変化の予測結果から、今後、土壌中含有量基準値を超過するか否か判断することは有

用である。  

図 3-4 に、低塩濃度時（EC=3）の 50 年後の土壌固相中濃度の土壌 pH による違い

を計算した結果を示した。  

いずれの土壌でも、pH7～pH 9 では、50 年経過しても鉛は表層 1cm 程度に留まり、

ほとんど地下浸透しないことが分かった。また、含有量基準値 150 mg/kg-風乾土壌も

超過しており、いずれの土壌でも表層 1cm にほとんどの鉛は留まり、土壌による差

が見られないことが分かった。  

なお、土壌によって土壌固相中濃度の値が黒ぼく土では砂の約 2 倍の値となって

いるが、これは土壌への留まりやすさの違いによるものでは無く、砂質土と比べて黒

ぼく土では土壌の充填密度が小さいことによるものであることも確認できた。つま

り、同量の鉛が大気から沈着しても、表層土壌 1cm 中の土壌重量が少ない黒ぼく土

では、土壌固相濃度（mg/kg-drysoil）も土壌中含有量（mg/kg-風乾土壌）も砂質土よ

り大きな値となり、含有量基準値を超過しやすいことが示唆された。  

pH5 では、黒ぼく土では 3cm まで、関東ローム土では 4cm まで、砂質土では 7cm
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まで鉛が表層の数%の濃度で浸透しており、その吸着性の高さ、黒ぼく土＞関東ロー

ム土＞砂質土の順で、表層土壌に留まりやすいことが分かった。また、いずれの土壌

でも表層 1cm が最も高濃度となり、黒ボク土や関東ロームでは 50 年後には含有量基

準値を超えていることが確認されたが、砂質土では含有量基準値を超えていなかっ

た。また、砂質土では、1～3cm の深さで、大きく土壌固相濃度が変化していない。

表層から沈着する鉛と、地下浸透する鉛とがバランスが取れて、経時変化により大き

く濃度が変化しなくなっていることが示唆された。  

また、図 3-5 に最も地下浸透し易い pH5 の時の 50 年後の土壌固相濃度の EC によ

る違いを計算した結果を示した。  

図より、まず高塩濃度の場合（EC=4500）は、いずれの土壌でも低濃度（EC=2～3）

より、地下浸透しやすくなっている傾向が見られた。しかし、土壌の種類、土壌 pH

の影響と比較すると、その影響は小さいことが確認された。図 3-1～3-3 の吸着等温

線の変化から、pH=9 および pH=7 では、塩濃度増加の影響はより大きいと考えられ

るが、各土壌の pH=5 の時の平衡吸着量ほどに平衡吸着量は低下しないため、図 3-5

以上には地下浸透しないと考えられた。  

また、図 3-6 に pH=9 の時の 50 年後の土壌固相濃度の EC による違いを計算した

結果を示した。図より、いずれの土壌でも高塩濃度時（EC＝4500）では、2 cm まで

鉛の土壌固相濃度が低塩濃度時（EC＝3）より浸透していることが見られた。そのた

め、海の近くの事業所において沈着による土壌汚染を調査する時は、表層土壌中の有

害物質の濃度の測定に加えて 1cm 深さごとの土壌中の濃度を調査しながら、地下水

汚染の可能性の有無を確認することが有用であると考えられる。  
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図 3-4 低塩濃度時 EC＝3 の時の 50 年後の土壌固相濃度分布の土壌 pH による違い   
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図 3-5  pH5 の時の 50 年後の土壌固相濃度分布の EC による違い  
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図 3-6  pH9 の時の 50 年後の土壌固相濃度分布の EC による違い  
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3.3 土壌への留まりやすさの計算結果と実測の結果の関係の考察 

  

ここでは、2.1 で示した沈着後の鉛の土壌中挙動予測式を用いた計算結果と実測の

調査結果との関係を比較して、土壌中挙動予測式の妥当性を確認することとした。  

 まず、各地点で採取した土壌について、表層土壌に対する各深さでの鉛の溶出量の

変化率を図 3-7 に示した。図より、砂質土である地点 A は、黒ぼく土である地点 B, 

C より鉛が土壌に留まりにくく、地下浸透しやすくなる傾向が見られた。また、地点

C（最大 EC=10.5 mS/m、海岸からの距離=150 m）では鉛は表層土から深さ 3 cm 未満

の表層に留まっていたが、地点 A（最大 EC=32.6 mS/m、海岸からの距離=100 m)では

表層土から深さ 15～18 cm 以深まで浸透し、地点 B（最大 EC=15.3、海岸からの距離

=120 m）では、12～15 cm まで浸透していた。海岸からの距離が近い地点ほど EC が

大きく、地下浸透しており、鉛汚染のある土壌が津波によって浸水した場合は、塩濃

度が上昇することにより鉛が土壌中に残留しにくく、地下浸透し易くなっている可

能性が示唆された。また、各地点の EC は海水と比較すると 1/140 程度以下であった。

これは、土壌を採取した時期が津波浸水から 1 年 7 ヶ月経過しており、その間に雨

水により塩濃度が希釈されたためと考えられた。津波浸水直後は高濃度の塩分が土

壌中に存在し、より土壌残留しにくく、地下浸透し易い状態であったと考えられる。  

 次は、各地点で計算した 50 年後の土壌における、表層土壌に対する各深さでの鉛

の溶出量の変化率を図 3-8 に示した。図より、計算結果は実測結果とかなりずれてい

ることが分かった。計算結果は実測結果に合わない原因については、以下のことが考

えられた。  

➢ 今回では計算した地点 A, B, C の最大イオン交換容量  (CEC meq/kg-dry)が未知

であるため、表 3-6「土壌種類による鉛の吸着等温線のパラメータ」より、砂

質土、黒ぼく土はそれぞれの CEC =73, CEC= 300 を用いて計算した。しかし、

文献値により、砂質土の CEC は 20～80 meq/kg-dry30)31)であり、黒ぼく土が 100

～300 meq/kg-dry 31)32)であると報告されている。そこで、土壌 CEC を変化させ

た時の鉛の土壌への留まりやすさを検討し、図 3-9 に示した。  

➢ また、地点 A, B, C をサンプリングした場所にある排出源では、過去に有害物

質を多量に排出しており、また排出粒子中には酸性成分が含有しているため、

土壌が酸性になる可能性があると考えられる。そのため、計算に用いた土壌 pH

より、過去の土壌 pH は低く、沈着した鉛が留まりにくく、地下浸透しやすく

なると考えられた。さらに、土壌 pH を pH=5.0 に設定した時の鉛の土壌への

とどまりやすさについて図 3-9 に示した。  
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図 3-9 より、土壌 CEC、土壌 pH を変化させ計算すると、50 年後の土壌における

表層土壌に対する各深さでの鉛の溶出量は大幅に変化することが示唆された。  

➢ 他に、50 年間に大雨の日があり、その降水量より、土壌中の水浸透速度が高く

なっているため、土壌中の鉛が留まりにくく、地下浸透しやすくなるも考えら

れた。そして、水浸透速度を変化させた時の土壌固相濃度の計算結果を図 3-10

に示した。また、実測結果は、環境省告示第 18 号による土壌中の溶出量の実

験方法に準拠して測定した。本実験方法では、土壌試料（g）と溶媒（ml）とを

重量体積比 10 %の割合で混合して試料液として土壌中の溶出量を測定するこ

とになっている。しかし、地下浸透深さの計算結果に用いた実際の水浸透速度

が以上の重量体積比より小さくなるため、実測結果の方が高くなるということ

が考えられた。  

➢ pH が中性付近になると溶出したフミン質と鉛が結合し土壌への平衡吸着量へ

の影響があると報告されている 33)。そのため、これは、計算結果は実測結果に

合わない原因の一つになると考えられる。  

 

  

図 3-7 各地点で採取した土壌での表層土壌に対

する各深さでの鉛の溶出量の変化率  

図 3-8 各地点で計算した 50 年後の土壌での表層

土壌に対する各深さでの鉛の溶出量の変化率  
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図 3-9 土壌 CEC, 土壌 pH による計算した 50 年後の土壌での表層土壌に対する  

各深さでの鉛の溶出量の変化率  

 

 

 

図 3-10 50 年後の水浸透速度による土壌固相濃度の計算結果  
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3.4 大気から土壌への沈着速度による土壌固相濃度の違いの考察 

  

以上の 3.2 の結果より、黒ぼく土 CEC=300、土壌 pH=9、EC=3 という土壌環境条

件で沈着後の鉛が最も土壌に留まりやすいことが分かった。そのため、ここでは、そ

の条件を用いて、大気から土壌への沈着速度を変化させた時の鉛土壌固相濃度を計

算することとした。図 3-11 に 50 年後の土壌固相濃度の沈着速度による違いを計算

した結果を示した。図より、沈着速度が大きいほど鉛の土壌固相濃度が高くなってお

り、大気からの沈着による土壌汚染未然防止のため、大気からの沈着速度が 30 

mg/m2/year 程度の以下を管理すればよいと考えられた。ただし、沈着後の有害物質

の物性や排出源の情報（風向風速、煙突高さなど）は、大気からの土壌への沈着量の

推定結果に影響を与えることが考えられた。そのため、第 4 章ではそれらの影響要

因を検討することとした。  

 

 

図 3-11 50 年後の沈着速度による土壌固相濃度の計算結果  
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4. 本章まとめ 

 

以上の結果より、土壌の種類や pH、EC が変化した時の鉛の表層土壌への留まり

やすさを算出したが、鉛の表層土壌への留まりやすさは、土壌の種類や土壌 pH に比

較すると EC 変化の影響は小さかった。特に、今回の計算条件では、pH=7～9 ではい

ずれの土壌でも、沈着した鉛は土壌への吸着性が高く表層に留まりやすい。50 年経

っても、表層土壌 1 cm のみに留まることが確認できた。また、pH=5 においても、沈

着が続いている間は、表層 1cm の濃度が最も高く、その浸透も砂質土で 7cm までし

か地下浸透しない。故に、表層土壌汚染の健康リスク評価を行う際には、深くまで土

壌を採取すると、その濃度を清浄な土壌で希釈してしまっていることが懸念される。 

土壌中の有害物の含有量を測定するための表層土壌調査では、表層土壌（地表から

5 ㎝）の土壌と、5～50 cm までの深さの土壌を採取し、これら 2 つの土壌の等量を

混合して測定試料とする。しかし、以上の土壌中挙動予測式を用いて、地下浸透深さ

を推定した結果より、沈着後の鉛は、多くの場合に表層 1 cm 程度の極めて表層の土

壌に留まっていることが分かった。公定法の土壌中含有量では、表層 1 cm の土壌中

含有量と比べて、1/10 倍程度に薄まっている懸念があることも推察された。  

また、現実には 1cm よりもより薄い表層に留まっていることも想定されるが、表

層土壌は様々な地上活動により撹乱もされるため、ここでは 1cm 程度の表層土壌を

採取することをお薦めしたい。  
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第 4 章 

大気からの重金属等の沈着を考慮した土壌汚染未然防止ための 

大気排出管理手法の提案  
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1. はじめに 

 

本研究室の過去の研究において、1)「多様な化学物質の沈着による土壌汚染」の可

能性についての考察が報告されている。図 4-1 は大気への排出基準と土壌汚染対策

法指定基準の値の比から、「大気に排出された粒子の沈着による土壌汚染の起こりや

すさ」の相対的な評価を試みた結果である。図 4-1 は、縦軸の数値が大きいほど大気

に多く排出されやすく、大気から沈着した粒子による土壌汚染が起こりやすいこと

を表す。カドミウム、鉛、フッ素、ダイオキシン類について比較すると、過去に沈着

による土壌汚染事例が多いダイオキシン類の他に、今回の調査対象とした鉛の数値

も大きく、ダイオキシンと同様に大気に排出された粒子の沈着による土壌汚染の進

行が考えられる。  

 また、ダイオキシン類による土壌汚染事例の多くは過去に生じたものと考えられ、

現在は汚染の再発防止のための様々な行政や事業者の取り組みがされているため、

新たな土壌汚染は減っていると考えられる。しかし、図 4-1 のように、鉛の場合は

「大気排出基準に対する土壌含有量基準の相対数値」が大きいため、現在未対策であ

る、大気に排出された後の沈着による土壌含有量基準の超過は、他の物質よりも今も

起こりやすい状態であることが懸念される。  

 第 2 章では、大気からの鉛粒子などの沈着による土壌汚染が実際に生じているこ

とを確認できた。また、第 3 章では様々な土壌条件で、沈着後の鉛が表層からどのく

らいの深さまで浸透するかを明らかにした。これらのことから、事業所は鉛の大気へ

の排出基準を遵守して操業しても、大気に排出された鉛粒子は土壌表層に沈着し、鉛

は土壌への吸着性が高く、地下浸透しにくい性質であるため、長年の沈着により表層

土壌に蓄積され、その汚染された表層土壌による事業所周辺での健康リスク（表層土

壌の汚染による吸入や摂食による経口摂取）が高くなることが懸念される。日本は、

化学物質を排出する事業所と住宅や農地等とが隣接する国であるため、特に健康リ

スクが高くなることが懸念される。  

以上のことより、大気に排出された鉛の沈着による土壌汚染は未然防止が重要で

あり、各事業所や行政機関などが、大気への PRTR 届出排出量などのデータを用い

て、沈着による土壌汚染が起こりうるか否かを判定できることは有用と考えられる。 
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図 4-1 大気に排出された粒子の沈着による土壌汚染の起こりやすさ  

小林らの文献１）より引用  

 

本章では、第 2 章・3 章での事業所 A の調査結果等を参考にして、「大気からの

粒子の沈着による土壌汚染」が生じない鉛の大気排出量を検討・提案することとし

た。また、事業所 A の事例を示すとともに、多様な事業所や重金属等の沈着による

土壌汚染の可能性を評価するための考え方を整理して、大気に排出された重金属等

の沈着を考慮した土壌汚染未然防止ための大気排出管理手法の提案をすることとし

た。  
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2. 沈着による土壌汚染が生じない鉛の大気排出量の検討方法 

 

本研究では、以下の①～⑤の手順に基づいて、特定の事業所における、大気に排出

された鉛の沈着による土壌汚染を生じさせない大気排出量の考え方を検討すること

とした。  

①  ADMER による鉛の沈着量が最大となるメッシュ（100 m × 100 m）の把握（以後、

「最大沈着メッシュ」とする）（第 2 章の結果を考慮）  

②  最大沈着メッシュでの鉛の大気排出量毎の年間沈着量の推算・図示  

③  ある期間を設定して土壌含有量基準値を超過する鉛の年間沈着量の算出（以後、

「基準超過年間沈着量」とする）（第 3 章で求めた土壌浸透深さを考慮）  

④  ③で算出した基準超過年間沈着量に影響する要因の検討と変動幅の算出  

⑤  ④で算出した変動幅を考慮し、③で設定した期間での「沈着による土壌汚染」が

生じない大気排出量の検討  

以下の 3.1～3.5 の結果と考察では、2 章で調査したある特定の事業所 A を基準サ

イトにして、実際の PRTR 届出排出量や気象データなどを用いて、①～⑤の各項目に

ついて、詳細に検討しながら、鉛の沈着による土壌汚染を生じさせない大気排出量の

算出を試みた。  

 

2.1 ADMER による鉛の沈着量が最大となるメッシュの把握 

 

第 2 章で大気に排出された鉛の沈着による土壌汚染が確認された事業所 A につい

て、大気への鉛の排出状況等を確認した。2001 年から 2014 年までの大気への排出に

対する PRTR 届出排出量を確認すると、約 500~5500 kg/year の範囲であった。近年で

は、900 kg/year 程度以下の排出量となっているため、900 kg/year 以下の排出量で推

算することとした。沈着量の推算には、化学物質の大気中濃度だけではなく表層土壌

への沈着量が 100 m × 100 m のメッシュ毎に推算できる産業技術総合研究所の大気

拡散モデル ADMER モデル（曝露・リスク評価大気拡散モデル）を用いた。沈着量を

推算する際に用いたパラメータは第 2 章と同様な決め方で、以下の値を用いた。  

①  鉛の排出量：50~900 kg/year 

②  気象データ：AMeDAS 気象データ 2001 年~2014 年  

③  乾性沈着速度：1.7 cm/sec（鉛含有粒子の粒径を 10 μm として計算：ここでは

SPM として評価されている 10μm までの粒子を想定し、より沈着量の大きく

なる 10μm の粒子を仮定した）   

④  洗浄比：87  
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⑤  分解係数：0 sec-1 

⑥  バックグラウンド大気濃度：0 g m-3 

以上より、ADMER を用いて沈着量の分布を求め、鉛の沈着量が最大となる「最大

沈着メッシュ」を把握した。この最大沈着メッシュで、土壌汚染が生じなければ、他

のメッシュでの汚染可能性ないと考えられた。  

まず、事業所 A での PRTR 届出排出量データや AMeDAS 気象データについて、

2001 年から 2014 年までのデータを得た。ADMER モデルを用いて、14 年間の鉛の沈

着量を推算し、得られた沈着量分布図から「最大沈着メッシュ」を決定できた。最大

沈着メッシュでの年間沈着量は、最大値が 140 mg/m2/year であり、14 年間の平均値

は 129 mg/m2/year であった。  

 

2.2 最大沈着メッシュでの鉛の大気排出量毎の年間沈着量の推算・図示 

 

最大沈着メッシュにおいて、鉛の排出量毎の 14 年間の平均年間沈着量を推算した。

図 4-2 には、最大沈着メッシュでの 14 年間の平均年間沈着量を排出量毎に図示した。

これより、鉛の大気排出量と最大沈着量との関係が求められた。  

 

 

図 4-2 最大沈着メッシュにおける大気排出量毎の 14 年間での平均年間沈着量  
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2.3 土壌含有量基準値を超過する年間沈着量の算出 

 

本章では、2 章で調査した特定の「事業所 A」での事例を参考に、大気からの土壌

への鉛沈着量を推算している。この事業所では、その業態から、金属鉛や PbSO4、

PbO・PbSO4、PbS 等の形態での排出が考えられる 2)。これらの鉛化合物は比較的溶

解度が小さく、また鉛は土壌への吸着性が高く、表層を汚染した鉛が地下浸透によっ

て地下水を汚染する可能性は低いと考えられるため、本章の評価では、溶出量基準は

考えずに、「含有量基準値」を超過する沈着量のみを推算・表評価することとした。

ただし、排出源から排出される鉛の形態や土質（吸着性が非常に低い土壌）、地下水

位（非常に地下水位が地表に近い）によっては、土壌溶出量基準値を超過する沈着量

を推定することも必要と考えられる。なお、第 3 章の結果より、50 年間でも鉛の場

合は黒ぼく土で表層 1 ～2 cm 程度、砂質土で 1～5cm 程度までに汚染が留まること

が分かった。  

最も汚染が表層に留まりやすい条件で、土壌汚染の生じない大気排出量を算出す

るため、本検討では黒ぼく土を想定して、地表に沈着した鉛が表層 1cm に留まり、

その鉛は全て含有量試験で溶出する形態であると仮定した。また、汚染期間はここで

は 50 年間と設定した。風乾土壌の密度 ρ を 1.3 g/cm3 とすると、含有量基準値（150 

mg/kg-風乾土）を超過する年間沈着量は、下の図 4-3 に示している手順で、U=39 

mg/m2/year 以上と算出された。  

 

 

図 4-3 土壌含有量基準値を超過する年間沈着量の算出  

S: 面積 (m2)

: 風乾土壌の密度
(gad/cm3) (1.4)

d: 土壌の厚み(m)

(0.05)

ADMERによる年間推算の鉛沈着量：
U (mg/m2/年)

汚染される分布では
•面積Sへの年間沈着量： S×U (mg/年)

•土壌の厚みd=0.05cm とした時の面積Sの土壌
重量： S×d× (m3× gad/cm3) = 70 S (kgad)

•土壌量中含有量の増加速度
(S×U)/(70× S) = U/70 (mg/ kgad /year)

•土壌含有量基準値： 150 (mg/ kgad)より
基準を超過するまでの年数は：

150/(U/70)  (年)

d

面積Sへの年間沈着量 ＝ S×U (mg/year)

土壌の厚みをdとした時の面積Sの風乾土壌重量

＝ S×d×ρ (m3g/cm3) = S×d×ρ×103 (㎏) 

土壌量中含有量の増加速度

＝ (S×U)/(S×d×ρ×103 ) ＝ U/(d×ρ×103 )  (mg/kg/year)

土壌量基準値（含有量基準150 (mg/kg)）を超過する年数をTとすると、

T = 150/(U/d×ρ×103 ) (year)

この時、毎年の鉛沈着量Uは、

U = (150×d×ρ×103 )/T(mg/m2/year)

U:鉛沈着量 (mg/m2/year)

S:面積 (m2)

d:土壌の厚み (m)

ρ:風乾土壌の密度 (g/cm3) 

（黒ぼく土の風乾密度：1.3 g/cm3）
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2.4 「含有量基準超過年間沈着量」に影響する要因の検討と変動幅の確認 

 

2.3 で算出した「含有量基準超過年間沈着量」に影響する要因として、大きくは以

下の①②が考えられた。  

①  土壌の種類、土壌性状、排出された鉛の形態：  

第 3 章では、土壌種類（砂質土、関東ローム、黒ぼく土）、土壌 pH、土壌 EC

を変化させた時の地下水浸透深さを計算した。その地下水浸透深さの計算結

果より、2.3 で土壌含有量基準値を超過する年間沈着量を算出した。この浸透

深さによって、「含有量基準超過年間沈着量」は大きく変化するため、土壌の

種類や pH 等の性状は重要である。ただし、排出事業所が特定されても、周辺

の土壌の種類や pH、塩濃度などは一様ではないため、ここでは安全側に考え

て 1～2cm 程度の表層土壌を想定して、年間沈着量や大気への排出量を検討す

ることが望ましいと考えられた。  

②  年毎の気象変動：  

過去の気象データ（風速・風向・降水量）として 2001~2014 年のデータは得ら

れているが、将来の気象変動については不確定であり、毎年の気象変動で最大

沈着メッシュでの年間沈着量がどの程度変動するか、以下に把握することと

した。  

14 年間の気象変動により、大気からの沈着量がどの程度変化するのか、ADMER を

用いて、大気への排出量を 900 kg/year に固定して、2001~2014 年の気象データのみ

を変化させて、最大沈着メッシュでの年間沈着量を推算した。  

図 4-4 に各年の気象変動による年間沈着量の変化を図示した。これより、気象デー

タの違いによる年間沈着量の変化は、平均値 129 mg/m2/year に対して、標準偏差 σ＝

7.2 mg/m2/year、CV 値は 5.6%となった。2.3 で算出された「含有量基準超過年間沈着

量 U=39 mg/m2/year」も気象データによる変動が同程度と考えられるため、U の変動

幅は 37～41 mg/m2/year となる。土壌汚染の場合は、1 年で基準値を超過するのでは

なく、長期に渡って沈着して基準超過するため、平均的な沈着量で計算すれば良いと

考えられるが、特に排出量データ数が少ない場合には、このような気象データの違い

による変動幅を考慮して安全側に管理することが必要である。今回検討した事業所

A では、気象の変動による沈着量の変化がそれほど大きくないことが確認されたが、

他の事業所でも同様の確認は必要と考えられた。  
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図 4-4 各年の気象データの違いによる最大沈着メッシュでの年間沈着量の変化  

 

2.5 設定期間での「沈着による土壌汚染」が生じない大気排出量の検討 

 

2.4 で推定した沈着量の変動幅 37~41 mg/m2/year と、図 4-2 大気排出量毎の 14 年

間での平均年間沈着量の関係線から、事業所 A では 50 年以上でも沈着による土壌汚

染が生じない大気排出量は 260~290 kg/year 程度以下と考えられた。  

事業所 A では、近年の PRTR 届出排出量は 900 kg/year 程度と、求められた排出量

より大きく、現在でも汚染が拡大している可能性が考えられた。なお、実際に事業所

周辺の土壌汚染状況の調査結果によると ADMER での推算した最大メッシュでは、

土壌中の実測結果が含有量基準の 7 倍程度となっていたが、この事業所では、過去

には 5,000 kg/year を超える排出量の年もあったことも原因と考えられる。そのため、

事業所 A では、数字を少し丸めて「約 250 kg/year 程度の年間排出量」は注意を要す

るレベルと設定した。  
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3. 重金属等の沈着による土壌汚染可能性の評価手法 

 

土壌汚染は未然防止が重要であり、各事業所や行政機関などが、大気への PRTR 届

出排出量などのデータを用いて、沈着による土壌汚染が起こりうるか否かを効率的

に判定できることは有用である。  

ここでは、事業所からの重金属等の沈着による土壌汚染可能性の評価手法の考え

方や手順を図 4-5 に整理した。ここでは、今までの研究結果を参考に効率的な判定の

考え方を下の順に検討した。  

①  はじめに、PRTR 届出排出量データを用いて、出源周辺の人の居住状況など周

辺状況を確認しながら、評価対象サイト周辺の沈着による土壌汚染の可能性を

スクリーニングする。   

②  ここで、スクリーニングの結果が深刻レベルもしくは要注意レベルとなるよう

であれば、表層土壌汚染の調査等を行う。この際には、ADMER による沈着量

分布の推算結果を参考に調査地点を設定する。  

③  調査結果と汚染物質毎の基準値（環境管理参考濃度）とを比較し、土壌汚染の

有無の判定、評価を行う。  

④  今後の汚染の進行の可能性について検討し、汚染を進行させないために、必要

に応じて大気への排出管理のための基準を検討する。  

以上について、以下の 3.1～3.5 で詳細に検討する。  
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図 4-5 事業所から重金属等の沈着による土壌汚染可能性の  

評価手法の考え方と手順  

 

3.1 評価対象サイトでの沈着による汚染可能性のスクリーニング手法の検討 

  

評価対象サイトでの沈着による土壌汚染の可能性のスクリーニングでは、まず評

価対象物質を選定してその毒性や物性値等を把握する。更に、排出源周辺の居住状況

などの周辺状況を確認する。  

 また、多様な事業所や重金属等の沈着による土壌汚染が生じない大気排出量のス

クリーニング基準について、事業所 A の様な詳細な検討は困難である。そのため、

事業所 A での鉛汚染の評価事例を基準として、物質が異なる場合、地域などが異な

る場合について、スクリーニング基準がどのように変化するか検討することとした。 

はじめに、2.5 で推算した「事業所 A の 50 年間での鉛の「沈着による土壌汚染が

生じない大気排出量」の 250 kg/year を参考として、鉛の大気排出量スクリーニング

基準を 3 つのレベル（深刻レベル、要注意レベル、汚染懸念が小さいレベル）で図 4-

6 ように設定することとした。事業所 A では、年間排出量が 250 kg/year 程度以上の

場合、50 年経過した後に土壌汚染が起こる（含有量基準を超過する）可能性がある。
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この大気排出量を「深刻レベル」とし、この 1/5 の 50 kg/year 程度までを「要注意レ

ベル」、それ以下を「汚染懸念が小さいレベル」とした。  

 

 

図 4-6 事業所 A における鉛の大気排出量スクリーニング基準  

 

 図 4-6 の 3 つの鉛の大気排出量スクリーニング基準レベルを参考として、「物質別、

事業所別の大気排出量スクリーニング基準」を検討することとした。物質が異なる場

合には、毒性の違い（基準値等）、物質毎の土壌浸透深さの違いを考慮して補正する。

事業所が異なる場合には、地域による気象（平均風速）の違い、粒径や煙突高さの違

いを考慮して、スクリーニング基準を補正することとした。そして、要注意レベル以

上になる排出量の事業所では沈着による土壌汚染の調査をする必要があると考えら

れた。  

 

3.1.1 物質が異なる場合の大気排出量スクリーニング基準の補正の検討 

3.1.1.1 重金属等の毒性の違いの考慮  

 

日本では、土壌汚染による人の健康への影響を考慮し、土壌汚染対策に基づく環境

基準が定められている。土壌環境基準は 29 種類の物質について、体に取り込まれる

経路の違いにより「土壌含有量基準」または「土壌溶出量基準」が定められている。

土壌含有量基準は、飛散した汚染土壌の吸入暴露や、汚染土壌の直接摂取（経口暴露）

による健康リスクを考慮して設定されている。土壌溶出量基準は、汚染土壌から特定

有害物質が地下水に溶出し、その地下水を飲用する健康リスクを考慮して設定され

ている。  

まず、土壌含有量基準値は、一生涯を通じた毒性（慢性毒性）が考慮されており、

①～③の考え方で基準値が設定されている。  

①  摂取期間：一生涯（70 年）汚染土壌のある土地に居住した場合が想定されてい

る。ただし、急性影響の観点からも問題のない濃度レベルとなるように設定さ

れている。  

②  １日当たりの土壌摂食量：子ども（6 歳以下）200 mg、大人 100 mg 

大気排出量ｽｸﾘｰﾆﾝ ｸ ﾞ
基準を設定(kg/year) 懸念の全くないレベル深刻レベル 要注意レベル

鉛の大気排出量
ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準（A事業所）

50 kg 未満250 kg 以上 50～250 kg
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③  有害物質の摂取量が、次の溶出量基準を設定する際に考慮された「地下水から

の摂取量」と同レベルになるように基準値が設定されている。  

なお、土壌溶出量基準値設定においては、一生涯を通じた毒性（慢性毒性）が考慮

されている。70 年間、1 日 2 L の地下水を飲用することを想定し、地下水の環境基準

や水道水の水質基準と同様の考え方により①～③のように基準値が設定されている。 

①  毒性に関する閾値（人に対して影響を起こさないと考えられる量）がある項目

（砒素、四塩化炭素など）：一生涯にわたりその地下水を飲用しても健康に対

する有害な影響がない濃度として基準値が設定されている。  

②  毒性に関する閾値がない項目（発がん性を有するもの等）（ベンゼン、トリク

ロロエチレンなど）：一生涯にわたりその地下水を飲用した場合のリスク増分

が 10 万分の 1 となるレベルをもって基準値が設定されている。  

③  鉛のように幼児期の毒性を考慮している場合、シアンのように急性毒性に基づ

いて設定している場合などの例外もある。  

 以上のことより、土壌含有量基準値を設定する時は、有害物質による様々な毒性が

考慮されている。そのため、評価対象サイトでの沈着による汚染可能性のスクリーニ

ングの際、重金属等の毒性の違いを考慮するには、表 4-1 に示す土壌含有量基準値を

用いて、以下のような式（4-1）で補正することとした。  

 

物質毎の毒性の違いを考慮した  

大気排出量スクリーニング基準の補正項  

= 
評価物質の土壌含有量基準値  (mg kg)⁄

鉛の土壌含有量基準値 (mg kg)⁄
 

                          （4-1）  

 

3.1.1.2 物質毎の土壌浸透深さの違いの考慮 

 

第 3 章では、沈着後の鉛の土壌固相への吸着について、土壌の種類や pH、EC の影

響を考慮できる以下の（4-2）「多成分系吸着等温式」を用い、鉛の土壌浸透深さを推

定した。  

 


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2 1
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＋

   （4-2）  
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ここで、C1 meq/L と C2 meq/L は、溶解している目的とするイオン 1 と共存するイ

オン 2 との平衡濃度で、Q1 meq/kg-dry は、イオン 1 の平衡イオン交換量（平衡吸着

量）である。n1 [-]と n2 [-]はイオンの等温線の傾きを表すカチオン交換定数であり、

K1
2 (meq/L)n

2
－ n

1 は、イオン 1 とイオン 2 の選択係数である。Qmax meq/kg-dry は、土

壌や粘土鉱物の最大イオン交換容量である。  

さらに、C1 が十分に大きい場合、Q1 は、Qmax に漸近し、Q1≅Qmax となっており、

C1 が十分に小さい場合、「多成分系吸着等温式」の分母の１が十分に無視できる。そ

の時、吸着量が濃度に比例して直線的に増加し、以下の式を表す。  

 

Q1 = Kd C1  (4-3) 

 

Kd は吸着平衡定数である。物質毎の土壌浸透深さの違いを考慮するには、物質毎

の吸着平衡定数 Kd の文献値と、第 3 章で提案した土壌中挙動予測式を用いて、他の

物質の土壌浸透深さの推定を試みることとした。物質毎の吸着平衡定数 Kd の文献値

を表 4-2 にまとめた。これらの Kd 値を用いて、土壌中挙動予測式での吸着等温式を

(4-3)式のヘンリー方の吸着等温式に修正して、物質別の土壌浸透深さを算出してみ

た。その値を、表 4-3 にまとめた。本来ならば、鉛と同様に土壌の種類や pH 影響な

ども考慮して土壌浸透深さを設定するべきではあるが、ここでは広く測定例のある

Kd 値から土壌浸透深さを設定している。今後のデータの蓄積により、より詳細な計

算が可能と考えられる。  

 

 以上の推定した物質毎の土壌浸透深さの結果より、（4-3）式で物質別大気排出量ス

クリーニング基準を補正することとした。  

 

物質毎の土壌浸透深さの違いを考慮した  

大気排出量スクリーニング基準の補正項  

= 
評価物質の 50年間の土壌浸透深さ(cm)

鉛の 50年間の土壌浸透深さ(cm)
 

                            （4-3）  
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3.1.2 事業所が異なる場合の大気排出量スクリーニング基準の補正の検討 

3.1.2.1 気象（平均風速）の違いの考慮  

 

2.3 で算出した「基準超過年間沈着量」に影響する要因として、事業所のある地域

が異なることにより、気象が異なることによる変動が考えられる。そして、気象変動

は地域の違いと年ごとの違いによるものがある。また、2.4 で検討した事業所 A で

は、気象の変動による沈着量の変化がそれほど大きくないことが確認されたが、他の

事業所でも同様の確認は必要と考えられる。  

特定の事業所のみを評価する場合には ADMER モデルによる計算することが有効

であるが、多くの事業所を評価する場合には、事業所ごとに ADMER で計算し直す

ことは困難である。ここでは、特に大きく影響し、データの入手も容易な年間平均風

速のみを考慮して、大気排出量スクリーニング基準を補正することとした。図 4-7 に

地域 A（事業所 A）および、事業所 A が地域 B（事業所 B が存在する地域）に立地

したと仮定した場合の ADMER を用いた年ごとの最大年間沈着量の計算結果を示す。

地域 B のプロットは事業所 B、、地域 A のプロットは事業所 A の結果である。図 4-7

より、どちらの地域でも、年ごとの気象の変動による最大年間沈着量の変化はそれほ

ど大きくなかった。しかし、地域が異なると気象は異なるため、最大年間沈着量も大

きく異なることが分かった。そして、例えば 2004 年を例として、年間平均風速が約

1/2 となると、沈着量は約 2 倍程度増えることが分かった。このように日本全国の事

業所の鉛の大気排出量を推定する際のスクリーニングでは、地域による気象の違い

は、平均風速により以下のような式（4-4）で補正することとした。  

 

地域による気象の違いを考慮した大気排出量スクリーニング基準の補正項  

=  
評価地域の年間平均風速  (𝑚 𝑠)⁄

基準地域の年間平均風速 (𝑚 𝑠)⁄
 

                          （4-4）  

 

また、厳密には、事業所での風向の違いによっても最大沈着量が異なると考えられ

る。個別の事業所の評価を行う際には、アメダス（AMeDAS）の気象データより、

ADMER モデルを用いて、主風向の平均風速を求めて、その主風向に沿った最大沈着

量を得て補正することも可能と考えられるが、多くの事業所について沈着による汚

染可能性のスクリーニングをする場合には、できるだけ手間がかからず簡単に作業

するために、ここでは年間平均風速だけで考慮することとしている。もしある特定事

業所が評価対象サイトでの沈着による汚染可能性のスクリーニング対象になること
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があれば、「事業所から重金属等の沈着による土壌汚染可能性の評価手法」の流れの

中で、ADMER モデルを用いて主風向に沿った最大沈着量を推算し、「含有量基準超

過年間沈着量」を求めれば良いと考えられた。  

 

 

図 4-7 事業所 A の立地する地域が異なる場合の ADMER を用いた年ごとの最大年

間沈着量の結果  

 

3.1.2.2 煙突高さの違いの考慮 

 

ADMER モデルでの土壌への沈着量を推算する際のパラメータの中で、推算結果に

大きく影響する要因の一つとして、排出源の煙突高さがあり、ここでは煙突高さの違

いによる土壌への沈着量の違いを解析することとした。ADMER モデルを用いて、事

業所 A について排出量を 900 kg/year に固定して、排出源の煙突高さのみを変化させ

て、最大沈着メッシュでの年間沈着量を推算した。図 4-8 に煙突高さの違いによる沈

着量の変化を図示した。図より、煙突高さは、年間沈着量の変化に非常に大きな影響

を与えることが分かり、煙突高さが低くなると最大沈着メッシュでの沈着量が桁違

いに大きくなることが確認できた。そのため、今回検討した事業所 A の煙突高さを

基準サイトの煙突の高さとして、他の事業所の大気排出量を推定する際のスクリー

ニング基準を設定する際には、煙突高さの違いは、基準サイトの煙突の高さと年間沈

着量との関係線（図 4-8）を用いて（4-5）式で補正することとした。  
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煙突高さの違いを考慮した時の大気排出量スクリーニング基準の補正項  

=
「基準サイトの煙突の高さ」での年間沈着量  (mg 𝑚2/year)⁄

「評価サイトの煙突の高さ」での年間沈着量 (mg 𝑚2/year)⁄
 

                                 （4-5）  

 

 

図 4-8 事業所 A で煙突高さを変化させた場合の沈着量の変化  

 

3.1.2.3 事業所による重金属等粒子の粒径の違いの考慮 

 

ADMER モデルでの計算結果から、事業所から大気に排出された重金属等粒子の粒

径も土壌への沈着量を推算する結果には大きく影響するため、重金属等粒子の粒径

による土壌への沈着量の違いを解析することとした。  

ADMER モデルを用いて、事業所 A について排出量を 900 kg/year に固定して、重

金属等粒子の粒径のみを変化させて、最大沈着メッシュでの年間沈着量を推算した。

図 4-9 に重金属等を含有する粒子の粒径の違いによる沈着量の変化を図示した。粒

子の粒径の違いによる年間沈着量の変化は、非常に大きくなっており、直径 6μm と

y = 166420x-2.215
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比べて直径 10μm の粒子では、沈着量が 5 倍程度異なることが分かる。このように、

重金属等粒子の粒径が大きいほど最大沈着メッシュでの最大沈着量が多くなる。そ

のため、今回検討した事業所 A での推算で仮定した排出粒子の粒径を基準サイトの

排出粒径として、他の事業所の大気排出量を推定する際のスクリーニング基準を設

定する際には、重金属等粒子の粒径の違いは、基準サイトの「重金属等粒子の粒径」

と年間沈着量との関係線（図 4-9）を用いて、次の（4-6）式で補正することとした。  

 

事業所による重金属等粒子の粒径の違いを考慮した  

大気排出量スクリーニング基準の補正項  

= 
「基準サイトの排出粒径」での年間沈着量  (mg 𝑚2/year)⁄

「評価サイトの排出粒径」での年間沈着量 (mg 𝑚2/year)⁄
 

                                 （4-6）  

 

なお、粒径に関する知見は業種等毎にある程度設定が可能かも知れないが、現時点

では値が得られていない。ここでは SPM として評価されている 10μm までの粒子を

想定し、より沈着量の大きくなる 10μm の粒子を仮定して事業所 A では推算を行っ

ている。ここでは、粒径に関する情報が無い場合には、同様に 10μm の粒径を仮定し

て計算することとした。  

 

 

図 4-9 重金属等粒子の粒径の違いによる沈着量の変化  
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以上の 3.1.1～3.1.2 の検討結果から、多様な事業所や物質の沈着による土壌汚染の

スクリーニング基準は、基準サイトとした A 事業所での鉛排出量基準を用いて、物

質毎の違い（毒性の違い（基準値等）、浸透深さの違い）、事業所の違い（煙突高さや

粒径の違い、気象（年間平均風速）の違い）を考慮して、下の図 4-10 のように補正

して決定できると考えられた。  

 

 

図 4-10 大気排出量スクリーニング基準の物質や事業所の違いに基づく決定方法  

 

3.2 土壌汚染の調査の流れ 

 

3.1「評価対象サイトでの沈着による汚染可能性のスクリーニング」の結果におい

て、評価対象サイト（深刻レベルまたは要注意レベル）になることであれば、事業所

周辺の土壌汚染の状況を調査する必要がある。大気からの沈着による土壌汚染調査

の流れについては、①排出源から土壌への年間沈着量分布の推算と調査地点の決定、

②排出源周辺の土壌調査、③基準値等の超過の有無の確認がある。  

①  排出源から土壌への年間沈着量分布の推算と調査地点の決定  

大気からの重金属等の沈着による土壌汚染の可能性を確認するために、まず排

出源から土壌への年間沈着量分布を推算し、最大沈着メッシュとなる地点など、推

算年間沈着量が多く、高濃度となることが推定される地点を調査地点として選定

する。また、主風向に沿って、排出源周辺の人の居住状況など周辺状況を確認しな

がら、土壌サンプリングをすればよいと考えられる。  

沈着量の推算には、ADMER モデル（曝露・リスク評価大気拡散モデル）を使用

することができる。ADMER Ver2.6.0 は、http://admer.aist-riss.jp/download/ よりダウ

ンロードできる。  

また、沈着量の推算のために、次の入力データを用意する。  

➢ 気象データ（アメダスや日射量など）：ADMER で利用する気象データは全て

ADMER 内でダウンロード可能  

➢ 排出源の情報：排出源の場所（経度・緯度）、年間の排出量（kg/year）、排出

毒性
の考慮

煙突
の考慮

地域（気象）
の考慮

浸透深さ
の考慮

評価物質の
土壌含有量基準 mg/kg

鉛の
土壌含有量基準 mg/kg

基準地域の
平均風速 m/s

評価地域の
平均風速 m/s

基準サイト（A事業所）での
大気排出量スクリーニング基準

「基準サイトの
煙突の高さ」での
年間沈着量 mg/m

2
/y

「評価サイトの
煙突の高さ」の時の
年間沈着量 mg/m

2
/y

基準サイトの
排出粒径での

年間沈着量 mg/m2/y

評価サイトの
排出粒径での
年間沈着量 mg/m2/y

評価の50年間の
土壌浸透深さ cm

基準の50年間の
土壌浸透深さ cm

粒径
の考慮
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源の煙突の高さ（m）  

➢ 推算のパラメータ：物質の分解係数（ sec-1）、バックグランド濃度（gm-3）、

乾性沈着速度（cmsec-1）および洗浄比（ -）  

②  排出源周辺の土壌調査  

推算年間沈着量の多い調査地点の表層土壌（鉛に関しては可能であれば表層 1cm

程度の土壌、他の重金属等に関しては表 4-3 を参考とする）をサンプリングをす

る。  

③  基準値等の超過の有無の確認  

表層土壌中の重金属等の濃度（土壌含有量）を測定する。また、土壌中の濃度と

基準値とを比較して基準値等の超過の有無を確認する。土質や pH、塩濃度を把握

できていれば、汚染物質の種類毎に地下浸透の程度を考察することも可能と考え

られる。  

 

3.3 物質の沈着による土壌汚染の可能性についての判定 

  

表層土壌の含有量基準値等を超過することが確認された場合、もしくは基準値に

近い値であった場合、「事業所による汚染原因物質の漏えい」、「廃棄物の処理・不法

投棄」等の他の汚染原因にも配慮しながら、ADMER による沈着量分布と土壌中含有

量の測定結果とを比較しながら、沈着による土壌汚染の可能性について検討する。更

には、ADMER を用いて、現在の汚染濃度が将来どのように変化するか検討し、今後

の汚染の可能性や、基準を超過するまでの年数などを推定し、当該サイトの表層土壌

に関して評価する。  

 

3.4 土壌汚染の対策 

 

①  大気排出量基準の検討   

 大気からの沈着による土壌汚染の可能性が懸念、確認されるのであれば、今後

土壌汚染が生じない、もしくは拡大しない大気排出量を検討することが必要とな

ってくる。検討方法は前述した 2 と同様の考え方である。有害物質の沈着量分布

から、管理すべき地点を選定し、排出源の煙突高さを調整したり、可能であれば

排出粒子の粒径を把握したりして ADMER による詳細な予測結果を用いて今後の

管理すべき「年間沈着量」を決定する。そして設定した期間で沈着による土壌汚

染が生じない、これ以上拡がらない大気排出量の検討をすることとなる。  

②  モニタリング  
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 ①で設定した大気排出量で管理しながら、大気からの沈着による土壌汚染の悪

化が見られないかモニタリングを行い、特に前回に基準値の超過を確認できた土

壌サンプリング場所において、前回と比較して土壌汚染の悪化が顕著ではないか

確認し、必要に応じて大気排出量を管理する。また、ADMER モデルによる予測精

度にも不確実性があるため、大気濃度を把握すること、大気中の鉛含有粒子の粒

径別測定を行うことも有効であろう。  

③  周辺の注意対策  

➢ 土壌汚染の濃度レベルに応じて、健康被害が生じないように土壌汚染地周辺

に注意し、必要であれば、汚染された表層土壌を浄化したり、被覆などの曝露

経路の遮断を行う。  

➢ 本論文では評価していないが、土壌への吸着性が低い有害物質に関しては、地

下水汚染の有無についても注意したい。  

 

4. 事業所が異なる場合の大気排出量スクリーニング基準の検討結果 

（事業所 B の例） 

  

3.1.2「事業所が異なる場合の大気排出量スクリーニング基準の補正の検討」より、

事業所 B での鉛の大気排出量スクリーニング基準は、「事業所 A での鉛の排出量基

準」を用いて、気象の違い、煙突高さ、排出粒径を考慮して次式で設定することがで

きた。  

 

事業所 B での鉛の大気排出量スクリーニング基準  

=事業所𝐀の鉛の排出量基準  ×   
評価地域の年間平均風速  (m s)⁄

基準地域の年間平均風速 (m s)⁄
 

        × 
「基準サイトの煙突の高さ」での年間沈着量  (mg m2/year)⁄

「評価サイトの煙突の高さ」での年間沈着量 (mg m2/year)⁄
 

      × 
「基準サイトの排出粒径」での年間沈着量  (mg m2/year)⁄

「評価サイトの排出粒径」での年間沈着量 (mg m2/year)⁄
 

 

表 4-4 事業所 A 及び事業所 B での大気排出量の検討でのデータ  

考慮項目  事業所 A 

（基準サイト）  

事業所 B 

（評価サイト）  

年間平均風速  (m/s) 4.7 2.2 

排出源の煙突の高さ  (m) 30 15 
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煙突の高さのみ変化させた時の沈着量  

  (mg/m2/year)(図 4-8 より) 

89 410 

排出粒径の粒径  (μm) 

粒径のみ変化させた場合の沈着量  

  (mg/m2/year) (図 4-9 より) 

10 

140 

10 

140 

 

 なお、年間平均風速は 2004 年のデータであり、不明である鉛を含有する排出粒子

の粒径は事業所 A と同様とした。  

 以上の表 4-4 より、事業所 B の鉛の大気排出量スクリーニング基準の要注意レベ

ル、深刻レベルは以下のように算出された。  

 

 

深刻レベル＝（要注意レベル）×5＝26 (kg/year) 

 

 近年、事業所 B では、20 kg/year 程度の排出があり、計算した要注意レベル以上の

排出量となっており、沈着による汚染可能性の評価が必要なサイトになると考えら

れた。実際に 2 章の調査結果では、汚染が見られており A 事業所と比べて排出量が

数 10 分の 1 の事業所ではあるが、煙突が低く、年間平均風速が小さなことから知音

着による汚染が拡がっていたことが示唆される。  

  

=

煙突
の考慮

地域（気象）
の考慮

基準地域Aの平均風速
4.7 m/s

評価地域Bの平均風速
2.2 m/s

基準サイト（A事業所）での鉛の
要注意レベル

50 kg/year

「基準サイトAの煙突の高さ」での
年間沈着量

89 mg/m
2
/year 

「評価サイトBの煙突の高さ」の
時の年間沈着量
410 mg/m

2
/year

基準サイトAの排出粒径での
年間沈着量

140 mg/m2/year

評価サイトBの排出粒径での
年間沈着量

140 mg/m2/year

粒径
の考慮× × ×

=
評価サイト（B事業所）での要注意レベル

5.1 kg/year

毒性の考慮 浸透深さの考慮
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5. 物質が異なる場合の大気排出量スクリーニング基準の検討結果 

（事業所 A の例） 

  

3.1.1「物質が異なる場合の別大気排出量スクリーニング基準の補正の検討」より、

事業所 A において、鉛以外の物質が排出された場合の大気排出量スクリーニング基

準（要注意レベル）は、「事業所 A での鉛の排出量基準」を用いて、土壌含有量基準

の違い、土壌浸透深さの違いを考慮して、重金属等別に以下のように算出された。  

事業所 A でのカドミウム及び化合物の大気排出量スクリーニング基準  

（要注意ﾚﾍﾞﾙ）  

=事業所 Aの鉛の排出量基準(kg/year)

×  
カドミウム及び化合物の土壌含有量基準値  (mg kg)⁄

鉛の土壌含有量基準値 (mg kg)⁄

× 
カドミウム及び化合物の 50年間の土壌浸透深さ(cm)

鉛の 50年間の土壌浸透深さ(cm)
 

= 50 (kg/year) × 
150 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)

150 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)
 × 

1 (𝑐𝑚)

1 (𝑐𝑚)
 = 50 (kg/year) 

 

事業所 A での水銀及びその化合物の大気排出量スクリーニング基準  

（要注意ﾚﾍﾞﾙ）  

=  事業所 Aの鉛の排出量基準(kg/year)

×  
水銀及びその化合物の土壌含有量基準値  (mg kg)⁄

鉛の土壌含有量基準値 (mg kg)⁄

× 
水銀及びその化合物の 50年間の土壌浸透深さ(cm)

鉛の 50年間の土壌浸透深さ(cm)
 

= 50 (kg/year) × 
15 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)

150 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)
 × 

1 (𝑐𝑚)

1 (𝑐𝑚)
 = 5 (kg/year) 

 

事業所 A でのヒ素及びその化合物の大気排出量スクリーニング基準  

（要注意ﾚﾍﾞﾙ）  

=  事業所 Aの鉛の排出量基準(kg/year)

×  
ヒ素及びその化合物の土壌含有量基準値  (mg kg)⁄

鉛の土壌含有量基準値 (mg kg)⁄

× 
ヒ素及びその化合物の 50年間の土壌浸透深さ(cm)

鉛の 50年間の土壌浸透深さ(cm)
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= 50 (kg/year) × 
150 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)

150 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)
 × 

2 (𝑐𝑚)

1 (𝑐𝑚)
 = 100 (kg/year) 

 

事業所 A での六価クロム化合物の大気排出量スクリーニング基準  

（要注意ﾚﾍﾞﾙ）  

=  事業所 Aの鉛の排出量基準(kg/year)

×  
六価クロム化合物の土壌含有量基準値  (mg kg)⁄

鉛の土壌含有量基準値 (mg kg)⁄

× 
六価クロム化合物の 50年間の土壌浸透深さ(cm)

鉛の 50年間の土壌浸透深さ(cm)
 

= 50 (kg/year) × 
250 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)

150 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)
 × 

18 (𝑐𝑚)

1 (𝑐𝑚)
 = 1500 (kg/year) 

 

事業所 A でのふっ素及びその化合物の大気排出量スクリーニング基準  

（要注意ﾚﾍﾞﾙ）  

=  事業所 Aの鉛の排出量基準(kg/year)

×  
ふっ素及びその化合物の土壌含有量基準値  (mg kg)⁄

鉛の土壌含有量基準値 (mg kg)⁄

× 
ふっ素及びその化合物の 50年間の土壌浸透深さ(cm)

鉛の 50年間の土壌浸透深さ(cm)
 

= 50 (kg/year) × 
4000 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)

150 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)
 × 

1 (𝑐𝑚)

1 (𝑐𝑚)
 = 1333 (kg/year) 

 

事業所 A でのセレン及びその化合物の大気排出量スクリーニング基準  

（要注意ﾚﾍﾞﾙ）  

=  事業所 Aの鉛の排出量基準(kg/year)

×  
セレン及びその化合物の土壌含有量基準値  (mg kg)⁄

鉛の土壌含有量基準値 (mg kg)⁄

× 
セレン及びその化合物の 50年間の土壌浸透深さ(cm)

鉛の 50年間の土壌浸透深さ(cm)
 

= 50 (kg/year) × 
150 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)

150 (𝑚𝑔/𝑘𝑔)
 × 

18 (𝑐𝑚)

1 (𝑐𝑚)
 = 600 (kg/year) 
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また、有害物質の深刻レベル、懸念の全くないレベルの検討では、以上の要注意レ

ベルと同様に推定し、以下の表 4-5 のようにまとめられた。ここでは、算出された数

値を少し安全側（小さな値）に丸めてきりの良い数字で示している。  

 

表 4-5 有害物質別大気排出量スクリーニング基準  

有害物質  (kg/year) 深刻レベル  要注意レベル  懸念の全くないレベル  

鉛及びその化合物  250 以上  50 ~ 250 50 未満  

カドミウム及びその化合物  250 以上  50 ~ 250 50 未満  

水銀及びその化合物  25 以上  5 ~ 25 5 未満  

ヒ素及びその化合物  500 以上  100 ~ 500 100 未満  

六価クロム化合物  7500 以上  1500 ~ 7500 1500 未満  

ふっ素及びその化合物  5000 以上  1000 ~ 5000 1000 未満  

セレン及びその化合物  4500 以上  500 ~ 4500 900 未満  

 

表 4-5 中の六価クロム、フッ素、セレンのように土壌への吸着性が低い有害物質の

場合は、表層土壌の汚染という観点からは大量に排出される鉛と比べて、土壌に留

まりにくく、鉛の 10～20 倍もの量を排出しなければ問題とならないことが確認で

きた。また、水銀においては毒性が高く基準値が厳しいため、鉛より排出量が 1/10

であっても問題となることも示唆された。  

 また、これらの物質は地下浸透しやすいということでもあるため、地下水汚染が

懸念されることとなり、汚染の未然防止のため、大量に大気に排出している事業所

においては、溶出量基準値を考慮した検討もしても良いと考えられた。  
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表 4.1 物質別の土壌含有量基準                   表 4.3 物質別の土壌浸透深さ 

 

  

 

 表 4.2 物質毎の吸着平衡定数 Kdの文献値のまとめ  

 

  

バッチ式 カラム式

鉛 420.3 1000 ― 10.0 39811 2380 1905 102000 62700 2889 2800

カドミウム 73.31 215 178.1 74.1 200 190 200 390 3200 232 250

水銀 ― 22.5 3.8 52.5 794 3300 170 7500 ― 205 200

ヒ素 ― 2 1.6 28.8 251 980 191 1800 ― 69 70

六価クロム ― 2.1 0.3 19.1 50.1 ― ― ― ― 5 5

ふっ素 ― ― ― 151 ― ― ― ― ― 151 150

セレン　 ― ― ― 5.00 ― ― ― ― ― 5 5

西尾高安(1990)4)大橋

(2010)3)
TX115)

U.S.EPA

(2005)6)

Van den Berg-

Roels set7)
Save Kp values9) PGBO set10) 幾何平均

Kd

代表値
有害物質 Bockting set8)

有害物質 Kd の文献値 土壌浸透深さ (cm) 

鉛 2100 1 

カドミウム 110 1 

水銀 150 1 

ヒ素 50 2 

六価クロム 5 18  

ふっ素 150 1 

セレン  5 18 

第２種特定有害物質

（重金属等）

土壌含有量基準

(mg/kg)

鉛及びその化合物 150

カドミウム及びその化合物 150

水銀及びその化合物 15

ヒ素及びその化合物 150

六価クロム化合物 250

ふっ素及びその化合物 4000

セレン及びその化合物 150



109 

 

6. 重金属等の大気への PRTR 届出排出量などのデータ 

 

まず、有害物質別大気排出量スクリーニング基準が要注意レベル以上になる場合は、

その有害物質の大気からの沈着による土壌汚染を調査して優先的に評価すべきサイ

トとなる。そのため、鉛、カドミウム、水銀等の表層土壌汚染しやすい有害物質につ

いては、PRTR 届出排出量と含有量基準値や浸透深さを物質毎に評価し、可能であれ

ば業種別の煙突高さ、地域別の平均風速の情報も考慮して、日本全国での要注意レベ

ル以上で排出されている事業所はどのくらいがあるか調査してまとめることができ

る。ここでは、物質の違いは考慮して深刻レベルと要注意レベルの事業所数のスクリ

ーニングを試みることとした。その結果を表 4-6 に示した。  

これより、鉛及びその化合物では、要注意レベル以上に排出している事業所が多い

ことが確認できた。最近の平成 27 年度では、他の年度に比較するとそのような事業

所が減る傾向があるが、未だ 22 ヶ所存在する。また、鉛以外にカドミウムでも近年

まで深刻レベルの事業所がある。スクリーニング基準の厳しい水銀では、近年では排

出が抑制されていることも確認できる。  

次は、鉛及びその化合物の場合では、事業所位置による平均風速の違いより、表 4-

7 に示した条件を考慮して、全国の評価対象サイトでの沈着による鉛の汚染可能性の

スクリーニングを行い、事業所に当たる鉛要注意レベルを補正した。その補正した結

果では、深刻レベル事業所が 12 箇所、要注意レベル事業所が 28 箇所であった。  

 ただし、ここでは、業種別に煙突の高さ、排出された粒径の粒径は未だ考慮してい

ないことには注意が必要である。そのため、業種別に煙突高さ、排出された粒径の粒

径も考慮すれば、更に多くなると思われる。  

環境省の土壌汚染調査結果によると、例えば、鉛による土壌汚染原因として、不明

の事例が多く報告されている。この中には、これらのような沈着による土壌汚染も存

在すると考えられる。そのため、現在だけでなく、過去に要注意レベル以上の排出し

ている事業所では、大気からの沈着による土壌汚染の可能性を確認することは有用

と考えられる。また、今後の土壌汚染未然防止のため、現在要注意レベル以上排出し

ている事業所では、大気からの沈着による土壌汚染が生じる、もしくは拡がる可能性

を確認しながら、大気排出管理手法を検討することが必要であると考えられる。  
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表 4-6 有害物質別大気排出量スクリーニング基準に当たるの実際の排出量の状況  

 

 

表 4-7 評価対象サイトでの沈着による汚染可能性のスクリーニング考慮条件  

 

  

深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計
カドミウム及びその化合物 2 6 8 5 7 12 3 3 6
水銀及びその化合物 5 3 8 1 0 1 0 1 1
鉛及びその化合物 29 37 66 25 32 57 30 41 71

深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計
カドミウム及びその化合物 3 3 6 1 3 4 3 0 3
水銀及びその化合物 0 2 2 0 2 2 1 1 2
鉛及びその化合物 33 30 63 24 29 53 13 26 39

深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計
カドミウム及びその化合物 3 1 4 3 1 4 2 6 8
水銀及びその化合物 0 1 1 0 1 1 0 1 1
鉛及びその化合物 16 25 41 14 15 29 10 20 30

深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計

カドミウム及びその化合物 2 3 5 2 1 3 0 2 2

水銀及びその化合物 0 1 1 0 1 1 0 1 1

鉛及びその化合物 9 23 32 8 19 27 7 18 25

深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計 深刻 要注意 合計

カドミウム及びその化合物 0 0 0 0 4 4 0 2 2

水銀及びその化合物 0 1 1 0 0 0 0 1 1

鉛及びその化合物 7 20 27 8 17 25 7 15 22

有害物質
H22 H23 H24

有害物質
H25 H26 H27

有害物質
H19 H20 H21

有害物質
H16 H17 H18

有害物質
H13 H14 H15

*:評価サイトでのデータがないため、基準サイトと同様にすることとした。
**: 気象庁による平均27年度のデータ

考慮した要因 基準サイトA事業所 評価サイト事業所

評価対象物 Pb Pb

毒性
（対象物の含有量基準値mg/kg）

150 150

土壌浸透深さ (m) 1 1

粒子の粒径
*)

(μm) 10 10

煙突の高さ
*)

(m) 30 30

平均風速
**) 

(m/s) 4.7 評価地域別に設定
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7. 本章のまとめ 

  

基準サイト（基準地域）とした事業所 A では、鉛の沈着による土壌汚染を生じさせな

い大気排出量基準は 250 kg/year 以下であると求められた。同じ環境条件で同程度の鉛

を排出する事業所では、現在の汚濃度レベルは小さくても、これ以上排出すると、数 10

年後には沈着による土壌汚染が生じる可能性がある。 

 また、地域によって気象は異なり、最大年間沈着量も大きく異なる。例えば、年間平

均風速が 1/2 になれば、沈着量が約 2 倍増えることが確認できた。この他に、粒径、煙

突高さも沈着量に大きく影響することが確認でき、その考慮が必要であることが分かっ

た。 

 多様な事業所や物質の沈着による土壌汚染をスクリーニングするため、物質が異なる

場合には、物質毎の毒性の違い（基準値等）や地下浸透深さの違いを考慮して補正し、

事業所が異なる場合には、立地する地域の気象（平均風速）の違いや、事業所の煙突高

さの違い、粒径の違いを考慮して補正することにより、大気排出量スクリーニング基準

を設定することができた。 

 この基準を用いて、鉛以外に同様に表層土壌仰せんが懸念されたカドミウムや水銀化

合物を排出する PRTR 届出排出事業所についてスクリーニング評価を行い、表層土壌汚

染が懸念されるサイトが全国にあることが示唆された。今後のより詳細な評価、調査が

必要と考えられた。 
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1. 本論文の総括 

 

環境省の土壌汚染状況の調査結果によると、土壌汚染原因には様々なものがあると報

告されているが、原因不明なものが半分以上となっている。さらに、多くの基準不適合

事例は重金属等による汚染であり、鉛が最も件数が多い。土壌汚染問題は、汚染後には

汚染物質が非常に長期間土壌中に残存するため、未然防止が特に重要である。 

そのため、本論文では、第 1 章で壌汚染の未然防止のために、詳細な汚染原因を調査・

解析し、特に“原因不明 “となりやすく、現在も十分な対策が行われていない汚染原因

について明らかにした。これより、第 2 章では汚染実態の調査を行い、大気に排出され

た鉛等の有害物質の沈着による土壌汚染の可能性を評価した。また、大気から沈着した

有害物質は土壌種類、土壌 pH、土壌 EC、有害物質の吸着性による土壌中での挙動が異

なる。そのため、第 3 章でその様々な土壌環境条件による沈着後有害物質の表層土壌へ

の留まりやすさを計算、評価した。更に、沈着による土壌汚染調査の際の土壌サンプリ

ング深さも検討し、提案した。また 4 章では、各章での得られた結果より、大気からの

重金属等の沈着を考慮した土壌汚染未然防止ための大気排出管理手法を提案した。具体

的には、第 2 章から第 4 章のそれぞれにおいて、以下の知見を得た。 

第 2 章では、大気に排出された鉛等の沈着によって表層土壌が汚染されることを確認

するために、大気に鉛を排出する事業所周辺での表層土壌汚染調査を行った。2 つの

PRTR 届出排出量が多い事業所周辺で表層土壌汚染の調査を行った。また、ADMER モ

デルでの年間沈着量の推算を行い、推算沈着量が多い地点では、実測の鉛含有量も高く、

排出源から離れるほど、沈着量も土壌中含有量も小さくなる傾向が見られた。推算年間

沈着量と土壌中含有量の実測値の分布は良く一致し、事業所からも数 100m も離れてお

り漏洩等による汚染原因が考え難い地点でも基準を超過しており、大気に排出された鉛

の沈着が含有量基準超過の原因となることが示唆された。また、ADMER で計算する際

は粒径を 1 つの値に固定して計算するが、実際の粒径は様々で、粒径の大きな粒子は沈

降速度も大きく、より排出源の近くに沈着するため、実測結果と推定結果と異なってい

る地点があった。同じ排出量でも、粒子の粒径が大きいほど土壌への沈着量が多くなり、

土壌の汚染分布が遠くまで広がることが分った。そのため、大気へ排出された鉛の沈着

による表層土壌汚染の未然防止のため、鉛粒子の粒径によって、土壌への沈着量や汚染

分布を把握し、排出管理手法を検討することが必要であると考えられた。土壌汚染はス

トック型の汚染であり、1 年間で基準値を超過するのではなく、長期に渡って沈着して

基準を超過するため、このような気象データの違いによる変動幅も考慮して安全側に管

理することが必要である。また、今回検討した事業所 A では、気象の変動による沈着量

の変化がそれほど大きくないことが確認されたが、他の事業所でも同様の確認は必要と

考えられる。また、土壌に沈着した鉛の土壌中含有量と溶出量の関係は、土壌 pH や土
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壌種類に影響されることが分かった。そのため、大気からの鉛による土壌汚染の未然防

止のため、土壌表層への残留性の評価が重要と考えられた。 

第 3 章では、土壌の種類や pH、EC が変化した時の鉛の表層土壌への留まりやすさを

算出したが、鉛の表層土壌への留まりやすさは、土壌の種類や土壌 pH（pH=5～9）に比

較すると EC 変化（EC=3～4500）の影響は小さかった。特に、今回の計算条件では、

pH=7～9 ではいずれの土壌でも、沈着した鉛は土壌への吸着性が高く表層に留まりやす

いことから、50 年経っても、表層土壌 1 cm のみに留まった。また、pH=5 でも、沈着が

続く間は、表層 1cm の濃度が最も高く、砂質土でも 7cm までしか地下浸透しない。故

に、表層土壌汚染の健康リスク評価を行う際には、深くまで土壌採取すると、その濃度

を清浄な土壌で希釈してしまう。そのため、公定法の土壌中含有量試験方法では、表層

1 cm を採取して土壌中含有量を測定した場合と比べて、1/10 倍程度に希釈される懸念

があることも推察された。なお、現実には 1cm よりもより薄い表層に留まっているこ

とも想定されるが、表層土壌は様々な地上活動により撹乱もされるため、本論文では

1cm 程度の表層土壌を採取することを推奨することとした。 

第 4 章では、基準サイト（基準地域）とした事業所 A では、鉛の沈着による土壌汚染

を生じさせない大気排出量基準は 250 kg/year 以下と求められた。同じ環境条件で同程

度の鉛を排出する事業所では、現在の汚染濃度レベルは小さくても、今後も排出を続け

ると、何年後かには沈着による土壌汚染が生じる可能性がある。また、地域によって気

象は異なり、最大年間沈着量も大きく異なる。例えば、年間平均風速が 1/2 になれば、

沈着量が約 2 倍増えることが確認できた。この他に、粒径、煙突高さも沈着量に大きく

影響することが確認でき、その考慮が必要であることが分かった。多様な事業所や物質

の沈着による土壌汚染をスクリーニングするため、物質が異なる場合には、物質毎の毒

性の違い（基準値等）や地下浸透深さの違いを考慮して補正し、事業所が異なる場合に

は、立地する地域の気象（平均風速）の違いや、事業所の煙突高さの違い、粒径の違い

を考慮して補正することにより、大気排出量スクリーニング基準を設定することができ

た。この基準を用いて、鉛以外に同様に表層土壌仰せんが懸念されたカドミウムや水銀

化合物を排出する PRTR 届出排出事業所についてスクリーニング評価を行い、表層土壌

汚染が懸念されるサイトが全国にあることが示唆された。今後のより詳細な評価、調査

が必要と考えられた。 

以上の結果より、鉛排出源では深刻な汚染状況が確認でき、大気に排出された鉛等の

沈着は現在も未対策で汚染が進行していることが示唆される。また、沈着による土壌汚

染未然防止ためには、他の事業所でも、沈着を考慮した大気排出管理の必要性の判定や、

排出管理の促進が求められる。 
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2. 今後の課題と展望、提言 

  

本論文では、大気からの沈着による土壌汚染が確認された事業所 A を基準サイトと

して、鉛の沈着による土壌汚染を生じさせない大気排出量基準を設定すると共に、他の

事業所から重金属等による土壌汚染可能性の評価手法の考え方と手順を提案した。今後、

この手順を参考にし、全国の重金属等の排出源、特に排出源の近くに人間活動を存在し

ている所では、大気からの沈着による土壌汚染の可能性をスクリーニングして、懸念の

ある場合には土壌汚染の実態調査や必要性に応じた土壌汚染対策が進むことが期待さ

れる。また、有害物質の取扱い事業所近傍に住む方の中には、化学物質による事故や環

境排出に対して、心配している人が少なくない。沈着による土壌汚染に関しては、現在

は社会問題化していないが、今後、汚染が拡がれば大きな社会問題となることも懸念さ

れる。。各事業所では、提案した大気排出管理手法が推進されて、汚染を未然防止のた

めの努力を公表すれば、汚染の未然防止のみならず、排出源の近くに住んでいる人々の

安心にも繋がると考えられる。 

また、日本国内だけでなく、現在急速に発展している東南アジア等でも、事業所から

排出される重金属等による土壌汚染を未然に防止するためにも有用な評価手法、管理手

法を提案できており、地球環境の保全にも貢献できると思われる。例えば、ベトナム国

について考察する。日本とほぼ同じ面積であり、貧困国から発展途上国になったベトナ

ム国でも、事業所近傍に住んでいる人々が多く生活している。しかし、現在のベトナム

では、まず大気汚染や水質汚濁は厳しく調査されているが、土壌汚染はほとんど調査さ

れていない。特に、土壌汚染は日本の現在の汚染と同様に一度汚染してしまえば何十年

も汚染が継続する。そのため、早急に汚染が生じない、拡がらないうちに沈着による土

壌汚染が生じない、大気排出管理は有効であると考えられる。考え方の国際的な発信も

有用と考えられる。 

 本論文では、有害物質を取扱う事業所が、土壌汚染未然防止ために、「大気からの重

金属等の沈着を考慮した大気排出管理手法」を行って、各事業所では、周辺の土壌汚染

状況を把握し、大気排出を管理することは環境保護への取り組みだけでなく、事業所近

傍に住んでいる人々を安心させることができ、都市の持続性を確保する。 

最後に、今後大気から沈着した重金属等による土壌汚染の未然防止のため、以下のよ

うに提言する。 

① 重金属等による土壌汚染原因の詳細的な解析 

② 「大気からの重金属等の沈着を考慮した土壌汚染未然防止ための大気排出管理

手法」の日本国内外での応用 
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